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１．亀岡市の概要 

 (１) 地 勢 

 亀岡市は、京都市の西方約２０ｋｍで京都府のほぼ中央に位置しており、

東は京都市、北は南丹市、南は大阪府の高槻市、茨木市に接しています。 

市域面積は２２４．９０ｋ㎡、最大幅は東西２４．６ｋｍ、南北２０．５

ｋｍに広がっています。 

このように、大都市圏に隣接する立地条件の良さと広大な市域面積は、本

市の大きな特徴となっています。 

市域の周囲は、竜王ケ岳、三郎ケ岳、牛松山、明神ケ岳、湯谷ケ岳、丁塚

山、朝日山、半国山など、標高約４００ｍ～６００ｍ、中には７００ｍを超

す山々に囲まれた盆地です。 

また、桂川が市の中心部を北から東へと貫流し広大な河川空間を有してお

り、緑や水などの自然に恵まれています。 

 

 (２) 気 候 

 気候は、内陸性で、夏は中心部に向かうほど暑く、冬は周辺部に移るに従

って寒冷となります。年平均気温は摂氏１４度～１５度、総平均降水量は 

１，１００mm～１，７００mm で、風はあまり強くなく秋から初冬にかけて霧

の発生がみられます。 

 

区 分 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

平 均 気 温 ℃ 14.4 14.8 14.5 14.5 14.8 

最 高 気 温 ℃ 20.0 21.0 20.6 20.5 20.8 

最 低 気 温 ℃ 9.8 9.8 9.7 9.6 10.1 

最 高 の 極 ℃ 36.5 37.8 37.0 36.1 37.0 

最 低 の 極 ℃ -6.0 -5.8 -4.5 -5.0 -6.2 

総 降 水 量 mm 1,441.0 1,150.0 1,334.0 1,368.0 1,719.0 

日最大降水量 mm 81.0 47.0 82.5 104.0 138.0 

日照時間（時間） 1,658.9 1,869.6 1,774.3 1,747.4 1,815.2 

※日照時間は、平成 15 年はバイメタル式、平成 16 年はジョルダン式、平成 17・18 

年は太陽電池式日照計による観測値 
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（平成２２年） 

区 分 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

平均気温℃ 3.1 5.2 7.3 11.2 17.0 22.5 26.6 28.5 24.3 17.4 9.4 5.6 

最高気温℃ 9.1 10.6 12.4 16.9 23.4 28.1 32.0 34.6 30.4 23.0 16.4 11.6 

最低気温℃ -1.6 0.9 2.5 5.8 11.3 18.0 22.6 24.0 19.3 13.3 4.3 1.0 

最高の極℃ 17.8 22.0 23.4 22.8 31.3 33.0 37.0 36.7 36.8 28.6 21.7 20.3 

最低の極℃ -6.2 -4.8 -2.8 -1.6 5.2 12.2 19.7 14.1 11.3 6.3 -1.8 -3.0 

総 降 水 量 mm 28.5 142.0 171.5 172.5 135.0 214.0 327.0 154.5 145.5 131.5 16.0 81.0 

日最大降水量 mm 16.0 36.5 29.0 47.0 76.0 43.5 138.0 65.0 47.5 37.5 10.0 19.0 

日照時間（時間） 134.7 103.1 108.7 145.3 181.8 130.6 167.9 241.9 189.8 138.1 136.7 136.6 

資料：府農林水産技術センター 

 

 (３) 人 口 

 亀岡市の人口は、昭和４０年以降急速に増加しましたが、近年になりその

伸びは鈍化し、平成１７年になって減少に転じました。また、１世帯あたり

の人員数は減少し続け、平成１７年には３人を下回っています。 

 

年  次 人口（人) 世帯数（世帯） 人口/世帯数（人） 

昭和 35 年 42,355 8,757 4.8 

昭和 40 年 43,335 9,493 4.6 

昭和 45 年 47,151 11,118 4.2 

昭和 50 年 58,184 15,089 3.9 

昭和 55 年 69,410 18,998 3.7 

昭和 60 年 76,207 21,017 3.6 

平成 2 年 85,283 24,277 3.5 

平成 7 年 92,398 28,198 3.3 

平成 12 年 94,555 30,625 3.1 

平成 17 年 93,996 32,455 2.9 

平成 22 年 92,399 33,625 2.7 

資料：総務課（国勢調査） 
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 (４) 土地利用 

 亀岡市の土地利用状況は、市域面積２２４．９０ｋ㎡のうち、山林が約 

６８．０％（１５３．０２ｋ㎡）、農地が約８．４％（１８．９１ｋ㎡）を 

占めています。また、都市計画区域については、市街化区域は約１０．６１ 

ｋ㎡、市街化調整区域は１１９．５０ｋ㎡が設定されています。 

  

○ 町別面積                    （単位：ｋ㎡） 

町  名 面  積 町  名 面  積 

総 数 （225.31） 大 井 町 4.31 

亀 岡 地 区 10.86 千 代 川 町 6.57 

東 別 院 町 23.75 馬 路 町 6.00 

西 別 院 町 16.70 旭 町 9.66 

曽 我 部 町 23.35 千 歳 町 9.79 

吉 川 町 1.08 河 原 林 町 3.58 

薭 田 野 町 14.14 保 津 町 15.01 

本 梅 町 14.75 篠 町 24.34 

畑 野 町 15.66 東 つ つ じ ケ 丘 0.20 

宮 前 町 14.88 西 つ つ じ ケ 丘 0.42 

東 本 梅 町 9.53 南 つ つ じ ケ 丘 0.73 

資料：総務課 

※昭和 30 年 10 月 1 日時点で発行された 5 万分の 1 の地形図を基準とした面積値 

  

○ 地目別土地面積                   （単位：千㎡） 

年次 総数 田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 

平成 17 年 92,021 27,984 1,550 10,305 62 47,325 733 4,062 

平成 18 年 91,957 27,886 1,556 10,372 60 47,280 716 4,087 

平成 19 年 91,909 27,764 1,556 10,432 60 47,575 727 3,795 

平成 20 年 91,907 27,670 1,527 10,484 60 47,603 721 3,842 

平成 21 年 91,938 27,628 1,507 10,485 59 47,604 710 3,945 

平成 22 年 91,833 27,388 1,585 10,584 58 47,581 710 3,927 

資料：税務課 

※非課税分の土地を除く。各年 1 月 1 日現在 
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 ○ 町別、経営耕地種類別面積                （単位：アール） 

年次・町（地区） 総 数 田 畑 
樹   園   地 

総数 果樹園 茶園 その他 

平 成 2 年 259,860 250,303 6,098 3,459 2,346 297 816 

平 成 7 年 249,912 240,120 6,443 3,349 2,619 152 578 

平 成 1 2 年 226,790 218,022 5,399 3,369 2,055 73 1,241 

平 成 1 7 年 207,199 200,584 4,942 1,673 - - - 

平 成 2 2 年 189,129 181,190 6,239 1,700 - ‐ ‐ 

平 

 

成 

 

22 

 

年 

 

内 

 

訳 

亀 岡 9,945 9,584 Ⅹ Ｘ - - - 

東 別 院 7,149 6,648 434 67 - - - 

西 別 院 6,708 6,261 295 152 - - - 

曽 我 部 23,187 21,920 1,011 256 - - - 

吉 川 4,750 4,697 Ｘ Ｘ - - - 

薭 田 野 13,314 12,916 356 42 - - - 

本 梅 10,939 10,395 239 305 - - - 

畑 野 2,844 2,739 Ｘ Ｘ - - - 

宮 前 12,164 11,829 235 100 - - - 

東 本 梅 7,076 6,758 234 84 - - - 

大 井 8,848 8,703 Ｘ Ｘ - - - 

千 代 川 12,520 11,833 630 57 - - - 

馬 路 12,100 11,985 Ｘ Ｘ - - - 

旭 10,767 10,640 104 23 - - - 

千 歳 12,060 11,696 277 87 - - - 

河 原 林 13,507 12,747 536 224 - - - 

保 津 7,882 7,750 Ｘ Ｘ - - - 

篠 13,369 12,089 1,138 142 - - - 

資料：総務課（農林業センサス、農業センサス） 

※平成17年・22年は、販売農家（経営耕地面積30アール以上又は一定規模以上）の経営耕地面積 

で、樹園地においては総数のみ 

 ※Ⅹは、統計法に基づく秘匿数字 
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○ 林野面積・蓄積                     （各年4月1日現在） 

年次 

総 数 国有林 公有林 私有林 
地域森林計画 

対象外森林 

面積(ha) 蓄積(㎥) 面積(ha) 蓄積(㎥) 面積(ha) 蓄積(㎥) 面積(ha) 蓄積(㎥) 面積(ha) 蓄積(㎥) 

平成17年 15,340 3,191,546 146 23,904 2,380 524,180 12,788 2,641,763 26 1,699 

平成18年 15,339 3,276,825 146 23,904 2,382 533,287 12,783 2,714,441 28 5,193 

平成19年 15,326 3,261,754 149 24,222 2,381 538,907 12,775 2,697,110 22 1,515 

平成20年 15,303 3,326,978 146 26,468 2,374 548,508 12,760 2,750,424 22 1,578 

平成21年 15,303 3,352,730 146 26,468 2,374 554,574 12,760 2,770,110 22 1,578 

平成22年 15,302 3,392,957 146 26,468 2,374 562,182 12,760 2,802,727 22 1,580 

資料：府南丹広域振興局 

 

○ 都市計画区域                    （平成23年1月31日現在） 

市  街  化  区  域 
市街化調整区域 

用  途  地  域 面積（ha） 割合（％） 

合     計 1,060.5 100.0 11,950ha 

第 1 種低層住居専用地域 319.8 30.2 

第 2 種低層住居専用地域 10.9 1.0 

第 1 種中高層住居専用地域 60.0 5.6 

第 2 種中高層住居専用地域 38.4 3.6 

第 1 種 住 居 地 域 405.9 38.3 

第 2 種 住 居 地 域 35.7 3.4 

準 住 居 地 域 32.3 3.0 

近 隣 商 業 地 域 30.8 2.9 

商 業 地 域 26.0 2.5 

準 工 業 地 域 56.5 5.3 

工 業 地 域 44.2 4.2 

資料：都市計画課 



- 6 - 

 (５) 上水道・簡易水道 

亀岡市の上水道は、昭和３４年１月に計画給水人口８，０００人、給水能

力１，８００㎥／日で給水開始し、以後、５次にわたる拡張を行っています。 

また、広範な市域をカバーするため、上水道のほかに簡易水道５箇所と飲

料水供給施設１箇所の施設により給水しています。 

平成２１年３月に亀岡市水道ビジョンを策定し、水道の将来像を「いつで

も、どこでも安全で大切な、おいしい水を」と掲げ、整備目標計画年次を平

成３１年として、計画給水人口を１００，０００人、計画一日最大給水量を

４４，０００㎥／日としています。この亀岡市水道ビジョンに基づき、主要

施策の推進に努めています。 

 

○ 上水道の状況                    （各年度3月31日現在） 

区    分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

行 政 区 域 内 人 口 (人) 94,243 93,790 93,393 

給 水 区 域 内 人 口 (人) 73,636 81,666 81,431 

現 在 給 水 人 口 (人) 73,521 81,423 81,202 

普 及 率 (％) 99.8 99.7 99.7 

給 水 戸 数 (戸) 24,765 27,588 27,732 

１ 日 平 均 配 水 量 (㎥) 27,809 28,628 28,683 

１ 日 最 大 配 水 量 (㎥) 31,735 32,041 32,445 

１人１日平均配水量 (ℓ) 378 352 353 

配 水 能 力 (㎥/日) 53,600 53,600 53,600 

 

 ○ 簡易水道・飲料水供給施設の状況 （平成23年4月1日現在） 

簡 易 水 道 等 名 給水人口（人） 給水戸数（戸） 

保 津 簡 易 水 道 1,877 678 

千 歳 簡 易 水 道 1,265 447 

犬 甘 野 簡 易 水 道 288 113 

柚 原 簡 易 水 道 268 92 

川 東 簡 易 水 道 3,704 1,172 

小泉飲料水供給施設 67 27 

合  計 7,469 2,529 

※曽我部簡易水道及び亀西簡易水道は、平成21年4月1日から上水道に編入
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 (６) 公共下水道・地域下水道 

亀岡市の公共下水道は、昭和５０年から管渠工事に着手、昭和５８年３月

から供用を開始し、市街化区域を中心とする区域において順次整備面積を拡

大しています。 

また、広範な市域をカバーするため、農業集落排水事業等の地域下水道事

業も展開して水質の保全と生活環境の改善に努めています。 

 

 ○ 公共下水道の状況 

区    分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

年 度 末 水 洗 化 人 口 (人) 61,531 62,062 63,853 

年 度 末 水 洗 化 件 数 (件) 23,298 23,890 24,957 

年 間 汚 水 処 理 水 量 (㎥) 8,667,130 8,608,098 8,815,940 

１ 日 平 均 汚 水 処 理 水 量 (㎥) 23,746 23,584 24,153 

 

 ○ 公共下水道の普及状況                (各年度3月31日現在) 

区    分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

総人口普及率（％） 
処理区域内人口 

 75.2 75.9 77.9 
行政区域内人口 

総面積普及率（％）  
処 理 区 域 面 積 

 4.7 4.7 4.9 
行 政 区 域 面 積 

整  備  率（％） 

（全 体 計 画） 
 

整 備 面 積 
 59.6 60.6 63.0 

全 体 計 画 面 積 

整  備  率（％） 

（現 在 認 可） 
 

整 備 面 積 
 77.3 78.6 81.8 

現 認 可 面 積 

水 洗 化 率 (％）  
水 洗 化 人 口 

 87.6 87.9 88.5 
処理区域内人口 
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○ 地域下水道の普及状況           （単位：人） 

地 区 名 事 業 種 目 計画人口 事 業 の 状 況 

天 川 地 区 
コミュニティ･プラント 
整 備 事 業 

600 平成6年4月供用開始 

保 津 地 区 
特 定 環 境 保 全 
公 共 下 水 道 事 業 

2,500 
平成13年9月一部供用開始 

平成14年12月全部供用開始 

半 国 地 区 農 業 集 落 排 水 事 業 1,020 平成9年5月供用開始 

犬 甘 野 地 区 農 業 集 落 排 水 事 業 560 
平成11年7月一部供用開始 

平成12年3月全部供用開始 

宮 前 地 区 農 業 集 落 排 水 事 業 2,390 
平成14年2月一部供用開始 

平成16年5月全部供用開始 

本 梅 地 区 農 業 集 落 排 水 事 業 2,770 
平成16年5月一部供用開始 

平成19年8月全部供用開始 

川 東 地 区 農 業 集 落 排 水 事 業 6,090 平成21年4月一部供用開始 

小 泉 地 区 
小 規 模 集 合 排 水 処 理 
施 設 整 備 事 業 

90 平成12年5月供用開始 

※金岐地区（農業集落排水事業）は、平成22年4月1日から公共下水道へ接続 

 

○ 地域下水道の水洗化状況            （平成23年3月31日現在） 

施 設 名 区域内人口（人） 水洗化人口（人） 水洗化率（％） 

保 津 浄 化 セ ン タ ー 1,875 1,414 75.4 

半 国 浄 化 セ ン タ ー 634 621 97.9 

犬 甘 野 浄 化 セ ン タ ー 345 315 91.3 

宮 前 浄 化 セ ン タ ー 1,645 1,163 70.7 

本 梅 浄 化 セ ン タ ー 1,703 1,299 76.3 

川 東 浄 化 セ ン タ ー 4,965 1,059 21.3 

天川地区コミュニティ・プラント 485 485 100.0 

小 泉 浄 化 セ ン タ ー 60 60 100.0 
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 (７) 一般廃棄物処理施設 

 ○ 可燃物処理（焼却工場） 

名 称 ： 亀岡市桜塚クリーンセンター 

所 在 地 ： 亀岡市東別院町小泉桜塚6-6 

敷 地 面 積 ： 10,461.31㎡ 

炉 型 式 ： 准連続燃焼式焼却炉（ストーカー式） 

処 理 能 力 ： 120ｔ/日（60ｔ/24ｈ×2炉） 

受 入 供 給 方 式 ： ピット・アンド・クレーン方式 

竣 工 ： 平成9年3月 

 

 ○ 不燃物処理及び資源化処理等 

名 称 ： エコトピア亀岡 

所 在 地 

竣 工 

： 

： 

亀岡市東別院町大野法華1番地 

平成19年3月 

（埋立処分地） 

敷 地 面 積 ： 16,000㎡ 

埋 立 容 量 ： 110,000㎥ 

埋 立 構 造 ： 準好気性埋立 

埋 立 方 式 ： サンドイッチ方式、セル方式の併用 

（浸出水処理施設） 

処 理 能 力 ： 60㎥/日 

処 理 方 式 

 

： 

 

生物学的脱窒素処理（接触曝気）、凝集沈殿処理、砂濾過処理、 

活性炭吸、キレート吸着及び紫外線減菌処理 

（資源化処理施設） 

処 理 方 法 ： 空きカン；磁気式選別機＋プレス機（Ｃプレス3.0ｔ/6ｈ） 

  空きビン；ストックヤード（カレット）158㎥ 

（可燃性粗大ごみ破砕処理施設） 

処 理 方 法 ： 磁気式選別機＋車両型２軸剪断式破砕機（4.9ｔ/5ｈ） 

 

 ○ し尿処理（し尿処理場） 

名 称 ： 若宮工場 

所 在 地 ： 亀岡市大井町並河若宮筋36-1 

敷 地 面 積 ： 7,498㎡ 

処 理 方 式 ： 好気性消化処理方式＋高度処理方式 

処 理 能 力 ： 114kℓ/日 

竣 工 ： 昭和57年3月 



- 10 - 

２．亀岡市の環境行政の取り組み 

 (１) 環境行政の推移 

年 月 事          項 

㍼４２ 

４３ 

 

４４ 

４５ 

 

４６ 

 

 

 

 

 

４７ 

４８ 

 

４９ 

５１ 

５２ 

５３ 

 

５５ 

５６ 

５８ 

 

５９ 

６１ 

 

 

６２ 

６３ 

㍻ ２ 

  ４ 

  ５ 

  ７ 

  ９ 

８ 

６ 

 

９ 

９ 

１２ 

１２ 

３ 

６ 

７ 

９ 

１０ 

５ 

１０ 

１２ 

８ 

６ 

７ 

３ 

６ 

８ 

４ 

７ 

９ 

４ 

５ 

６ 

８ 

７ 

４ 

１ 

６ 

１１ 

１２ 

３ 

公害対策基本法制定 

大気汚染防止法制定 

騒音規制法制定 

西別院町、京都精錬所の鉛公害が問題化 

企画管理室に公害担当を設置 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律制定 

水質汚濁防止法制定 

京都府公害防止条例制定 

悪臭防止法制定 

公害交通対策課公害係を設置、亀岡市公害対策審議会条例を制定 

薭田野町、大谷鉱山からの廃水によるカドミウム土壌汚染が問題化 

亀岡市カドミウム公害被害者同盟を結成 

北摂連山５市１町採（砕）石公害対策連絡協議会を設置 

瀬戸内海環境保全臨時措置法制定 

騒音規制法に基づく地域指定がなされる 

亀岡市公害防止に関する要綱を制定 

振動規制法制定 

アユモドキが国の天然記念物に指定される 

振動規制法に基づく地域指定がなされる 

瀬戸内海環境保全特別措置法制定 

亀岡市合成洗剤対策推進要綱制定 

亀岡市あき地の雑草等の除去に関する要綱制定 

機構改革により公害交通課を環境交通課に改組 

大谷鉱山粟村鉱業所が倒産、亀岡市が廃水処理施設を管理運営 

京都府農業総合研究所に大気汚染常時監視測定局を設置 

騒音に係る環境基準の地域類型が指定される 

カドミウム土壌汚染地域に対し土地改良事業の実施を京都府に要望 

家庭雑排水対策モデル地区処理施設設置事業補助金交付要綱を制定 

機構改革により環境交通課を生活環境課に改組 

カドミウム土壌汚染地域が農用地土壌汚染対策地域に指定される 

亀岡地域農用地土壌汚染対策計画が承認され対策工事に着手 

悪臭防止法に基づく規制地域を市街化区域に指定 

環境基本法制定 

京都府環境を守り育てる条例制定 

京都府環境基本計画、京都府地球環境保全行動計画を策定 
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年 月 事          項 

㍻１０ 

 

 

１２ 

 

 

 

 

１３ 

 

 

 

１４ 

 

 

 

１５ 

 

 

 

１６ 

 

１７ 

 

 

１８ 

 

１９ 

２０ 

 

 

２１ 

１０ 

１２ 

 

３ 

４ 

５ 

 

７ 

４ 

 

６ 

１１ 

３ 

４ 

５ 

１２ 

４ 

５ 

９ 

－ 

４ 

７ 

２ 

３ 

１２ 

８ 

 

１ 

４ 

 

８ 

１ 

 

５ 

８ 

地球温暖化対策の推進に関する法律制定 

亀岡市土砂等による土地の埋立て、盛土、たい積行為及び切土の規制に関す 

る条例を制定 

亀岡市環境基金条例を制定 

機構改革により市民部を環境市民部に、生活環境課を環境総務課と環境事業 

課に改組し、環境市民部に環境企画監を設置 

循環型社会形成推進基本法制定 

亀岡市役所本庁舎をサイトとしてＩＳＯ１４００１の認証を取得 

「家電リサイクル法」スタート（特定家庭用機器再商品化法の本格施行） 

不法投棄等監視員設置 

郵便局、清掃公社、市の３者で不法投棄などの情報提供に関する覚書を締結 

ＩＳＯ１４００１ステップアップ宣言・亀岡版家庭ＩＳＯ導入開始 

亀岡市環境基本計画策定・亀岡市ごみ処理基本計画策定 

地球環境子ども村開村 

土壌汚染対策法制定 

亀岡市環境基本計画推進会議設置 

機構改革により環境企画監を廃止（組織階層のフラット化） 

亀岡市役所本庁舎に上下水道部庁舎を加えＩＳＯ１４００１の認証取得を更新 

有料指定ごみ袋制を開始 

アユモドキが環境省レッドデータブックにて絶滅危惧ＩＡ類に登録される 

機構改革により環境総務課を環境政策課に改組 

アユモドキが国内希少野生動物種に指定される 

気候変動枠組条約第３回締結国会議（COP3）で採択された「京都議定書」が発効 

亀岡市環境美化条例を制定 

京都府地球温暖化対策条例制定 

亀岡市地球温暖化対策実行計画策定 

亀岡市環境マネジメントシステム・ステップアップ宣言 

亀岡版家庭ＩＳＯ見直し 

美化推進重点地域指定 

京都府絶滅のおそれのある野生生物の保全に関する条例施行 

地球温暖化防止推進キャンペーン「ライトダウンinかめおか」実施 

亀岡市地球温暖化対策地域推進計画策定 

亀岡環境の日啓発キャンペーン「ライトダウンinかめおか」実施 

みどりのカーテン事業開始 

亀岡市住宅用太陽光発電システム設置補助金交付開始 
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 (２) 現在の取り組み状況 

亀岡市では、平成２３年１月に第４次亀岡市総合計画～夢ビジョン～を策

定し、「水・緑・文化が織りなす笑顔と共生のまち かめおか～セーフコミュ

ニティの推進とにぎわいのまちづくり」を将来都市像にして、環境負荷の少

ない持続可能な循環型のまちづくりを目指しています。 

 

 ア．環境にやさしいまちづくりの推進 

環境にやさしいまちづくりの推進を図るため、平成１２年３月に「環境

基本条例」を制定し、平成１３年度に「環境基本計画」を策定しました。 

また、平成１２年７月２６日に「ＩＳＯ１４００１」の認証を取得し、

その輪を市域に広げると共に、平成１８年８月には、亀岡市独自の環境マ

ネジメントシステムへのステップアップを宣言し、運用を進めています。 

さらに、平成２０年５月公布及び平成２１年４月１日に施行された「エ

ネルギーの使用の合理化に関する法律」により、亀岡市役所が特定事業者

に指定されたため、中長期計画書を策定し、エネルギー消費原単位の年平

均１％以上の低減に努めているところです。 

平成２０年度に策定した「亀岡市地球温暖化対策地域推進計画」に基づ

き、環境への負荷が少ない自然エネルギーの利用を促進するため、平成２

１年８月に「亀岡市住宅用太陽光発電システム設置事業補助金」の交付を

開始しました。 

また、エアコンをなるべく使わずに暑い夏を過ごそうと、平成２１年度

には保育所や小中学校、平成２２年度には、市内１０カ所の介護施設に「み

どりのカーテン事業」としてゴーヤの生育にご参加いただき、効果を試し

ていただきました。 

亀岡市の環境のシンボルであるアユモドキは、かつて琵琶湖淀川水系と

岡山県下数河川に分布していましたが、生息環境の変化に伴い分布域は縮

小し続け、昭和５２年に国の天然記念物に指定され、平成１５年には環境

省レッドデータブックにて絶滅危惧種ＩＡ類に登録されました。そのため、

毎年地元自治会や関係団体等と連携して保護調査活動を行い、外来魚進入

防除活動に取り組んでいます。 

今後も、環境にやさしい取り組みを市民と協働して推進し、環境先進自

治体として率先的な活動を展開します。 
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  イ．環境保全対策 

水と緑に恵まれた本市の環境を保全するため、市内を流れる１９河川の

３５定点で水質検査を実施、各河川の水質チェックを行い、環境保全対策

に活用しています。また、生活排水による水質の汚濁を防止するため、公

共下水道や農業集落排水事業等の地域下水道の整備を進めるとともに集合

型処理が困難な地域については、浄化槽の普及促進に努めています。 

 平成２０年４月に亀岡駅周辺地域及び曽我谷川の禁漁区について亀岡市

環境美化条例に基づき「美化推進重点地域」に指定し、ごみのポイ捨てが

ない美しいまちづくりを進めています。 

また、自然環境の保全ならびに災害の防止を図るため、「亀岡市土砂等に

よる土地の埋立て、盛土、たい積行為及び切土の規制に関する条例」を制

定し、埋立て等の行為に対して指導・監視を行っています。 

さらに、京阪神都市圏に隣接する地理的な条件や市の周辺部を中心に広

範な山林を有することから、近年、自然環境の破壊や大気汚染、水質汚濁

の原因となるごみの不法投棄や野焼きが増加する傾向にあり、全国的にも

大きな社会問題となっています。こうした不法行為を早期に発見し指導す

ることが最大の手段であることから、監視パトロールを実施し、京都府や

関係機関との密接な連携のもと指導・監視を行っていきます。 
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３．亀岡市の環境の現況 

 (1) 大 気 

（現 況） 

大気汚染は、その発生源が固定発生源（事業所等）と移動発生源（自動車

等）に大別されます。 

亀岡市における固定発生源は、大気汚染防止法及び京都府環境を守り育て

る条例に基づく「ばい煙発生施設等」が市内に２４４施設あり、そのうち 

３９％（９７施設）がボイラー施設で、その他には大規模なばい煙を発生す

る施設はありません。（平成２２年度末現在） 

移動発生源である自動車については、市内の保有台数が平成２２年度末で

約７万５千台と前年度より約８百台程度少なく、年々減少の傾向にあります。 

大気汚染の状況は、京都府が農林水産技術センター（余部町）敷地内で連

続測定を実施しており、その結果では長期的評価による環境基準達成状況に

ついて、光化学オキシダントが環境基準を達成していないものの、二酸化硫

黄･二酸化窒素・浮遊粒子状物質については環境基準を達成しており、比較的

清浄な大気の状況を示しています。（数値は資料編を参照） 

 

（大気汚染の長期的評価による環境基準達成状況）   （京都府資料） 

年 度 
項 目 

昭和 60 年度 平成 2 年度 平成 7 年度 平成 12 年度 

二 酸 化 硫 黄 ○ ○ ○ ○ 

二 酸 化 窒 素 ○ ○ ○ ○ 

光化学オキシダント ● ● ● ● 

浮 遊 粒 子 状 物 質 ○ ● ○ ○ 
 

年 度 
項 目 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

二 酸 化 硫 黄 ○ ○ ○ ○ 

二 酸 化 窒 素 ○ ○ ○ ○ 

光化学オキシダント ● ● ● ● 

浮 遊 粒 子 状 物 質 ○ ○ ○ ○ 

※○は環境基準の達成 ●は環境基準の未達成を表す。 

※光化学オキシダントについては昼間の１時間値が環境基準達成の有無を表す。 
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（届出状況） 

ア．大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設等 

施設名 ボイラー 金属溶解炉 乾燥炉 廃棄物焼却炉 溶解炉 ガスタービン ディーゼル機関 ガス機関 

施設数 97 3 2 6 1 2 28 1 

 施設数の合計 140（工場・事業所数 60） 

 

イ．京都府環境を守り育てる条例に基づくばい煙発生施設等 

施     設     名 施 設 数 

繊 維 工 業 の 用 に 供 す る 漂 白 施 設 等 

出版業 等 の用 に供 す る グ ラ ビア 印刷 施設等 

金 属 製 品 製 造 等 の 用 に 供 す る 乾 燥 施 設 等 

その他の製品製造の用に供する乾燥焼付施設等 

洗濯業の用に供するドライクリーニング施設 

自 動 車 整 備 業 の 用 に 供 す る 吹 付 塗 装 施 設 

10 

13 

50 

11 

16 

4 

 

 施設数の合計 104（工場・事業所数 40） 
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(２) 水 質 

（現 況） 

亀岡市は、豊富な水に恵まれ市内を流れる各河川は、いずれも重要な水資

源として農業用水などに利用されており、１９の河川に定点を設け、定期的

に水質検査を実施しています。 

水質の状況は、平成２０年度から平成２２年度の検査結果を見ると全体的

に横ばい状態を示し、いずれの河川においても、正常な状態を維持していま

す。（詳細な数値は資料編を参照） 

また、京都府の調査では、中小河川が流入する桂川（保津川）の環境基準

点である渡月橋（京都市右京区）においてもＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）

は、０．８㎎／ℓ（平成２２年度）と良好な水質状況を示し、環境基準Ａ類型

を達成しています。 

 

桂川（渡月橋）のＢＯＤの推移 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

0.8 ㎎/ℓ 0.8 ㎎/ℓ 0.8 ㎎/ℓ 0.7 ㎎/ℓ 0.8 ㎎/ℓ 

 

桂川（保津峡入口）の水質検査の結果（平成 22 年度の年間平均値） 

検 査 項 目 略 称 単 位 測定値 環境基準 

水 素 イ オ ン pH ‐ 7.2 
6.5 以上 

8.5 以下 

溶 存 酸 素 量 DO ㎎/ℓ 10 7.5 以上 

生物化学的酸素要求量 BOD ㎎/ℓ 0.6 2 以下 

化 学 的 酸 素 要 求 量 COD ㎎/ℓ 2.4 ‐ 

浮 遊 物 質 量 SS ㎎/ℓ  2 25 以下 

大 腸 菌 群 数 - MPN/100mℓ 8.2×103 1,000 以下 
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市内各河川の水質検査結果の推移（ＢＯＤの年間平均値） （単位：mg/ℓ） 

水 質 検 査 測 定 地 点 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

鵜 の 川（めがね橋付近） 篠 町 0.8 1.1 0.9 

鵜 の 川（桂 川 合 流 前） 篠 町 1.0 0.9 0.8 

西 川（下 条 橋 付 近） 篠 町 1.4 2.7 2.4 

西 川（桂 川 合 流 前） 篠 町 3.0 1.6 1.4 

年 谷 川（鍬山神社付近） 亀岡地区 1.1 1.2 0.6 

年 谷 川（桂 川 合 流 前） 亀岡地区 2.3 2.1 3.2 

雑 水 川（医 王 谷 付 近） 亀岡地区 1.6 2.9 0.7 

雑 水 川（南 郷 堀 付 近） 亀岡地区 1.6 1,9 2.1 

曽我谷川（春 日 部 付 近） 曽我部町 1.0 1.4 1.3 

曽我谷川（桂 川 合 流 前） 亀岡地区 1.2 1.7 1.4 

赤 川（宇津根踏切付近） 亀岡地区 0.9 1.7 1.8 

法貴谷川（法 貴 付 近） 曽我部町 1.1 0.9 1.2 

犬 飼 川（養 鶏 場 付 近） 西別院町 1.8 2.3 2.1 

犬 飼 川（川 西 付 近） 西別院町 1.1 1.2 1.0 

犬 飼 川（倉 谷 橋 付 近） 曽我部町 1.0 0.8 0.9 

犬 飼 川（小 幡 橋 付 近） 曽我部町 1.5 0.9 1.7 

犬 飼 川（桂 川 合 流 前） 大 井 町 1.4 1.3 1.2 

栢 原 川（落 合 橋 下 流） 東別院町 1.2 1.0 0.9 

栢 原 川（九 折 橋 下 流） 東別院町 1.1 1.1 1.0 

砂 川（鹿 谷 付 近） 薭田野町 1.1 1.7 0.9 

砂 川（染色工場下流） 薭田野町 2.2 1.9 2.8 

山 内 川（芦 の 山 付 近） 薭田野町 1.8 2.0 1.0 

山 内 川（夫婦松橋付近） 薭田野町 1.3 2.1 2.0 

山 内 川（山内川橋下流） 薭田野町 2.0 1.7 1.3 

願成寺川（法 然 寺 付 近） 大 井 町 2.8 1.3 0.8 

千 々 川（行 者 橋 付 近） 千代川町 1.5 1.8 1.6 

千 々 川（ＪＲ鉄橋付近） 千代川町 1.7 1.0 1,7 

古 川（古 川 橋 付 近） 馬 路 町 3.8 2.5 2.0 

古 川（若 宮 橋 付 近） 河原林町 2.1 2.0 1.4 

七 谷 川（キャンプ場付近） 千 歳 町 0.8 0.9 0.6 

本 梅 川（水 橋 付 近） 本 梅 町 1.1 1.7 1.7 

大路次川（あたご橋下流） 畑 野 町 1.0 1.1 0.7 

愛宕谷川（愛 宕 橋 付 近） 保 津 町 1.1 0.9 0.8 

桂 川（寅天井堰下流） 千代川町 1.5 1.1 1.1 

桂 川（保津峡入口付近） 保 津 町 1.0 1.4 0.9 
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 (３) 騒 音 

（現 況） 

騒音とは、いわゆる「好ましくない音」の総称であり、発生しない方がよ

いとされる音のことです。音自体は日常生活の中で欠くことのできないもの

ですが、同じ音でも時と場合等により好ましくないこともあり、近年近隣騒

音の苦情が増加傾向にあります。 

亀岡市においては、環境騒音の実態把握と環境基準の適合状況を調査する

ため、毎年１回環境騒音の測定を実施しています。 

平成２３年３月に実施した測定では、住居地域では昼間が４１～６０デシ

ベル（ｄＢ）、夜間が３０～４６デシベル、商業・工業地域では、昼間が４９

～６５デシベル、夜間が３３～６０デシベル、道路に面する地域では、昼間

の道路端が６８～６９デシベル、後背地が４８～５８デシベル、夜間の道路

端が６２～６５デシベル、後背地が４８～５７デシベルとなっています。（詳

細な数値は資料編を参照） 

環境基準の適合状況については、住居地域では昼間は約７７％、夜間では

約６０％の測定地点が環境基準に適合していましたが、環境基準を超える騒

音の測定地点もあり、その要因は主に自動車の走行音によるものです。 

 

騒音の大きさの例 

120ｄＢ 飛行機のエンジンの近く 

110ｄＢ 自動車の警笛（前方２ｍ）、リベット打ち 

100ｄＢ 電車が通る時のガード下 

90ｄＢ 騒々しい工場の中、犬の鳴き声（正面５ｍ）、カラオケ 

80ｄＢ 地下鉄の車内、電車の車内、ピアノ(正面１ｍ・バイエル 104 番） 

70ｄＢ ステレオ（正面１ｍ夜間）、騒々しい事務所の中、街頭 

60ｄＢ 静かな乗用車、普通の会話 

50ｄＢ 静かな事務所、クーラー（室外、始動時） 

40ｄＢ 市内の深夜、図書館、静かな住宅地の昼 

30ｄＢ 郊外の深夜、ささやき声 

20ｄＢ 木の葉のふれあう音、置時計の秒針の音（前方１ｍ） 
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（届出状況） 

ア．騒音規制法に基づく特定施設届出状況 

     年 度 

     施設数  

種 類 

平成 20 年度までの累計 平成 21 年度 平成 22 年度 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

金 属 加 工 機 械 199 16 － － 1 1 

空気圧縮機及び送風機  367 45 36 3 8 2 

土石用破砕機等 － － － － 2 1 

織 機 95 7 － － － － 

建設用資材製造機械  3 2 － － － － 

穀 物 用 製 粉 機 － － － － － － 

木 材 加 工 機 械 76 17 － － － － 

抄 紙 機 － － － － － － 

印 刷 機 械 30 11 3 1 － － 

合成樹脂射出成形機  44 4 6 1 － － 

鋳 物 造 型 機 2 1 － － － － 

合 計 816 103 45 5 11 4 

実 数  94  5  3 

 

イ．騒音規制法に基づく特定建設作業の届出状況 

            年 度 
種 類 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

く い 打 機 等 を 使 用 す る 作 業 1 3 － 

び ょ う 打 機 を 使 用 す る 作 業 － － － 

削 岩 機 を 使 用 す る 作 業 1 1 － 

空 気 圧 縮 機 を 使 用 す る 作 業 － 1 3 

コンクリートプラント等を設けて行う作業 － － － 

バ ッ ク ホ ウ を 使 用 す る 作 業 14 3 8 

トラクターショベルを使用する作業 － － － 

ブ ル ド ー ザ ー を 使 用 す る 作 業 6 1 － 

合  計 22 9 11 
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ウ．京都府環境を守り育てる条例に基づく特定施設届出状況 

     年 度 

     施設数  

種 類 

平成 20 年度までの累計 平成 21 年度 平成 22 年度 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

金 属 加 工 機 械 479 49 － － － － 

圧 縮 機 1,029 140 26 4 26 4 

送 風 機 281 45 11 2 11 2 

粉 砕 機 131 18 2 1 － － 

繊 維 機 械 183 12 － － － － 

建設用資材製造機械 9 8 － － － － 

木 材 加 工 機 械 258 51 － － － － 

抄 紙 機 － － － － － － 

印 刷 機 械 15 7 － － － － 

合成樹脂加工機械 24 6 － － － － 

鋳 物 造 型 機 2 1 － － － － 

遠 心 分 離 機 5 4 － － － － 

クーリングタワー 114 23 － － － － 

重 油 バ ー ナ ー 28 3 － － － － 

工業用動力ミシン 666 37 － － － － 

ガ ラ ス 研 磨 機 16 1 － － 2 2 

ニューマチックハンマー 24 1 － － － － 

コルゲートマシーン  － － － － － － 

合 計 3,264 406 39 7 39 8 

実 数  371  4  4 
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 (４) 振 動 

（現 況） 

亀岡市においては、基準を超える振動を発生している事業所・工場は現在

のところなく、公害苦情もほとんどありません。 

（届出状況） 

ア．振動規制法に基づく特定施設届出状況 

     年 度 

     施設数  

種 類 

平成 20 年度までの累計 平成 21 年度 平成 22 年度 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

金 属 加 工 機 械 365 22 6 2 － － 

圧 縮 機 193 25 25 5 2 1 

土石用破砕機等 － － － － 2 1 

コンクリートブロックＭ 73 6 － － － － 

織 機 2 2 － － － － 

木 材 加 工 機 械 7 6 － － － － 

印 刷 機 械 22 6 3 1 － － 

ゴム練用ロール機 － － － － － － 

合成樹脂用射出成形機 51 9 -2 2 － － 

鋳 物 造 型 機 2 1 － － － － 

合 計 715 77 32 10 4 2 

実 数  63  4  1 

 

イ．振動規制法に基づく特定建設作業の届出状況 

         年 度 
種 類 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

くい打機等を使用する作業 1 3 1 

鋼球を使用して破壊する作業 － － － 

塗装版破砕機を使用する作業 － － － 

ブレーカーを使用する作業 3 2 7 

合  計 4 5 8 
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ウ．京都府環境を守り育てる条例に基づく特定施設届出状況 

     年 度 

     施設数  

種 類 

平成 20 年度までの累計 平成 21 年度 平成 22 年度 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

特 定 

施設数 
工場数 

金 属 加 工 機 械 164 24 -3 － － － 

粉 砕 機 119 14 － － － － 

バッチャープラント 8 8 － － － － 

冷 凍 機 286 76 8 1 － － 

遠 心 分 離 機 1 1 － － － － 

ニューマチックハンマー 24 1 － － － － 

コルゲートマシーン － － － － － － 

原 石 切 断 機 4 1 － － － － 

合 計 606 125 5 1 0 0 

実 数  121  1  0 
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 (５) 悪 臭 

（現 況） 

悪臭は、人体に直接被害を及ぼすことは少ないのですが、心理的・感覚的

な苦痛として間接的に被害を与えることがあります。 

亀岡市には、悪臭による苦情が度々寄せられますが、そのほとんどがごみ

焼却時の臭気や畜産糞尿の臭気によるものです。 

平成４年６月に亀岡市内のうち市街化区域が悪臭防止法に基づく規制地域

に指定され、悪臭物質のアンモニアなど２２の物質について濃度規制がされ

ていますが、亀岡市においてはこの規制値を適用する事例は現在のところ発

生していません。 

 

（届出状況） 

京都府環境を守り育てる条例に基づく届出状況（平成 22 年度までの累計） 

施  設  の  種  類 施 設 数 

飼 料 、肥 料 又 は「にかわ」の製 造 の用 に供 する施 設 で原 料 置 き場 5 

鶏 1 0 , 0 0 0 羽分以上のふんの処理の用に供する乾燥施設等 3 

合     計 8 
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(６) 土壌汚染 

（概 要） 

昭和４６年に亀岡市でタングステンを採掘していた粟村鉱業所大谷鉱山の

下流域（薭田野町・吉川町・大井町）で生産された昭和４５年産米から厚生

労働省（当時：厚生省）が食料米の安全基準としているカドミウム含有量１

ppm を超える産米が検出され、カドミウムによる土壌汚染が明らかになりま

した。 

その後、企業において、排水処理施設の設置、土壌改良剤の投入等による

応急対策が講じられてきましたが、昭和５８年に企業が倒産。以後亀岡市が

排水処理施設の管理運用に当たるとともに、関係農家の意向を踏まえ、「農用

地の土壌の汚染防止等に関する法律」に基づき、農用地土壌汚染対策計画を

策定、平成３年１２月から「府営公害防除特別土地改良事業」に着手し、平

成１９年度に事業が完了しました。 

 

(７) その他 

ダイオキシン類 

ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）、ポリ塩化ジ

ベンゾパラジオキシン（ＰＣＤＤ）およびコプラナーポリ塩化ビフェニル

（コプラナーＰＣＢ）の総称で、塩素が存在する状態で有機物を燃焼させ

たときなどに意図せず生成される有機性塩素化合物です。 

今日では、廃棄物の焼却が主な発生源となることが解明されていますが、

毒性が非常に強く分解しにくいため、環境汚染が問題となっています。こ

のため、平成１１年１２月にダイオキシン類対策特別措置法に基づき、ダ

イオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁および土壌の汚染に係る環境

基準が設定されました。 

京都府が平成２２年度に実施したダイオキシン類の調査では、亀岡市は

いずれも環境基準を下回っています。 

なお、ごみ焼却施設である亀岡市桜塚クリーンセンターの排ガス中のダ

イオキシン類濃度は０～０．００２３nｇ-ＴＥＱ／㎥であり、ダイオキシ

ン類対策特別措置法の排出基準を下回っています。 
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＜大気中のダイオキシン類調査結果＞ 

区 分 調 査 地 点 
濃度（pg-TEQ/㎥） 

年平均値 範 囲 

一 般 環 境 亀岡測定局  0.013 0.0092～0.023 

環 境 基 準（年 平 均 値） 0.6  

 

 

＜公共水域の水質及び水底の底質のダイオキシン類調査結果＞  

区 分 調 査 地 点 
水質濃度 

（pg-TEQ/ℓ） 
底質濃度 

（pg-TEQ/g） 

河 川 犬 飼 川（並 河 橋） 0.088 － 

環 境 基 準 1 150 

 

 

＜亀岡市ごみ焼却施設の排ガス中ダイオキシン類調査結果＞ 

施 設 名 炉 番号 
炉規模 

(t/日） 

排ガス中ダイオキシン類濃度 

（ng-TEQ/㎥） 
法定基準 

桜塚クリーンセンター 

1 60 0.027 

5 2 60 0 

3 60 0.0023 

 ※但し 1 日の運転は最大 2 炉で、炉規模については上限 120t/日 

 ※法定基準は、14.12.1 以降設置の既存施設で 1 時間当たり 2,000～4,000kg の焼却

能力を有する焼却炉に該当 
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(８) 空き地の雑草 

（現 状） 

本市においては、都市化が進み団地開発や土地分譲が盛んに行われてきま

したが、放置されたままの造成地などの空き地が点在し、雑草が繁茂して生

活環境を悪化させるなど苦情も増加してきたことから、昭和５６年に「亀岡

市あき地の雑草等の除去に関する要綱」を制定し、定期的にパトロールを行

うとともに、平成１７年には「亀岡市環境美化条例」を制定し、管理状態が

不良な箇所に対して指導を行っています。 

要綱の適用範囲は、市街化区域を対象としており、平成２２年度の最終刈

り取り率は約８２％で、不良な箇所の所有者等に文書で刈り取りを依頼し、

再調査を行った結果、それでも不良の場合は再度文書を送り、雑草除去を指

導しています。なお、冬季は亀岡消防署と連携し火災予防の観点からも指導

いただいています。 

 

（結 果） 

<雑草パトロールの結果>                 （単位：件） 

調査日 項 目 

亀

岡

地

区 

曽

我

部

町 

大

井

町 

千

代

川

町 

篠

町 

東
つ
つ
じ
ケ
丘 

西
つ
つ
じ
ケ
丘 

南
つ
つ
じ
ケ
丘 

合 

  

計 

平

成

20

年

度 

6/25 

調 査 箇 所 6 7 3 1 21 5 6 21 70 

不 良 箇 所 3 4 1 1 3 2 3 9 26 

刈 取 率 ( % ) 50.0 42.8 66.6 100.0 85.7 60.0 50.0 57.1 62.8 

12/19 

調 査 箇 所 5 5 2 1 19 5 6 21 64 

不 良 箇 所 1 3 1 0 0 2 1 3 11 

刈 取 率 ( % ) 80.0 40.0 50.0 100.0 100.0 60.0 83.3 85.7 82.8 

3/17 
再調査不良箇所 1 3 1 0 0 2 1 3 11 

刈 取 率 ( % ) 80.0 40.0 50.0 100.0 100.0 60.0 83.3 85.7 82.8 
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                              （単位：件） 

調査日 項 目 

亀

岡

地

区 

曽

我

部

町 

大

井

町 

千

代

川

町 

篠

町 

東
つ
つ
じ
ケ
丘 

西
つ
つ
じ
ケ
丘 

南
つ
つ
じ
ケ
丘 

合 

 

計 

平

成

21

年

度 

7/1 

調 査 箇 所 6 7 3 1 21 5 6 21 70 

不 良 箇 所 1 0 1 0 13 3 4 9 31 

刈 取 率 ( % ) 83.3 100.0 66.6 100.0 38.0  40.0 33.3 57.1 55.7 

11/6 
再調査不良箇所 0 0 0 0 0 1 1 2 4 

刈 取 率 ( % ) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 66.6 75.0 71.5 85.2 

3/16 

調 査 箇 所 6 7 3 1 21 5 6 21 70 

不 良 箇 所 0 0 0 0 1 0 1 0 2 

刈 取 率 ( % ) 100.0 100.0 100.0 100.0 95.2 100.0 83.3 100.0 97.1 

平

成

22

年

度 

6/25 

調 査 箇 所 5 7 1 0 19 5 6 15 58 

不 良 箇 所 1 3 1 0 13 1 4 10 33 

刈 取 率 ( % ) 80.0 57.1 0.0 0.0 31.5 80.0 33.3 33.3 43.1 

10/1 
再調査不良箇所 1 3 1 0 13 1 4 10 33 

刈 取 率 ( % ) 80.0 57.1 0.0 100.0 31.6 80.0 33.3 33.3 43.1 

12/10 

調 査 箇 所 6 4 ― ― 18 5 8 14 55 

不 良 箇 所 1 2 ― ― 0 1 4 2 10 

刈 取 率 ( % ) 83.3 50.0 ― ― 100.0 80.0 50.0 85.7 81.8 
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(９) 公害苦情の状況 

（現 状） 

亀岡市における公害苦情の受理件数は、横ばい状態にあります。 

過去３年間の苦情総数のうち不法投棄に関する苦情が３６１件（８０．

０％）と圧倒的に多く、ついで雑草に関する苦情が４７件（１０．４％）と

なっています。 

○ 年度別苦情件数         （単位：件） 

年度 

種類 
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 合 計 構成比 

大 気 汚 染 9 9 4 22 4.9% 

水 質 汚 濁 7 0 2 9 2.0% 

騒 音 2 0 2 3 0.7% 

振 動 0 0 0 0 0.0% 

悪 臭 8 1 0 9 2.0% 

雑 草 7 20 20 47 10.4% 

不 法 投 棄 128 138 95 361 80.0% 

そ の 他 0 0 0 0 0.0% 

計 161 168 122 451 100.0% 

 

○ 地域別苦情件数         （単位：件） 

年 度 

地 域 
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 合 計 構成比 

中 央 
亀岡地区、篠、 
大井、千代川、 
東･西･南つつじヶ丘 

96 

(4) 

109 

(12) 

78 

(15) 

283 

(31) 
62.7% 

中 部 
曽我部、吉川、 
薭田野 

23 

(1) 

12 

(2) 

12 

(2) 

47 

(5) 
10.4% 

川 東 
旭、馬路、千歳、 
河原林、保津 

16 

(1) 

17 

(0) 

15 

(1) 

48 

(2) 
10.6% 

西 部 
本梅、畑野、 
宮前、東本梅 

9 

(0) 

13 

(3) 

11 

(2) 

33 

(5) 
7.3% 

南 部 東別院、西別院 
17 

(1) 

17 

(3) 

6 

(0) 

40 

(4) 
9.0% 

合   計 
161 

(7) 

168 

(20) 

122 

(20) 

451 

(47) 
100.0% 

 ※（ ）は、雑草についての苦情件数 
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４．亀岡市の一般廃棄物の状況 

(１) ごみ処理の沿革 

年  月 事          項 

昭和31年10月 

昭和35年 

昭和39年 

昭和41年11月 

昭和42年 

昭和44年11月 

昭和45年8月 

昭和46年11月 

昭和47年 

昭和50年4月 

昭和52年2月 

昭和53年4月 

昭和53年5月 

昭和55年7月 

昭和57年3月 

昭和58年4月 

昭和59年7月 

昭和60年9月 

昭和61年 

昭和62年9月 

昭和63年 

平成3年10月 

平成6年10月 

平成8年4月 

平成9年5月 

平成10年7月 

平成12年8月 

平成14年3月 

平成15年1月 

平成15年4月 

平成15年4月 

平成15年9月 

平成16年7月 

平成19年3月 

平成19年4月 

平成20年12月 

市営塵芥処理施設が余部町に完成 

し尿くみ取りを許可制とする 

特別清掃区域（亀岡地区）でごみの収集を開始 

清掃センター第1工場（し尿処理施設）が大井町に完成（36kℓ／日） 

医王谷埋立処分場への搬入を開始 

埋め立てごみの定期収集を開始、収集区域を拡大 

清掃センター第2工場（ごみ焼却場）が東別院町に完成（30ｔ／日） 

し尿くみ取りを許可制から委託制に変更 

清掃センター第1工場を拡張（76kℓ／日） 

ごみ収集が無料化 

財団法人亀岡市清掃公社を設立 

清掃事務所桜塚工場が完成（40ｔ／16h×2基） 

燃えるごみの収集区域を全市域に拡大 

埋め立てごみの月2回収集区域を拡大 

清掃事務所若宮工場（し尿処理施設）が完成（114kℓ／日） 

公共下水道の供用を開始（亀岡地区・篠町の一部） 

廃乾電池の分別収集をスタート（3種分別スタート） 

燃えるごみの週2回収集区域を拡大 

ごみ収集業務を財団法人亀岡市清掃公社に委託 

燃えるごみの週2回収集区域を全市域に拡大 

医王谷埋立処分場に不燃焼物転圧破砕機を導入 

4種分別収集（可燃・不燃・缶類・びん類）スタート 

可燃性粗大ごみの収集をスタート 

医王谷埋立処分場（エコトピア）供用開始（埋立容量128,000㎥） 

桜塚クリーンセンター（ごみ焼却場）が完成（40ｔ／16h×3基） 

護美を考える亀岡市民委員会をクリーンかめおか推進会議に改編 

ペットボトルの拠点収集をスタート 

亀岡市ごみ処理基本計画策定 

ごみ処理手数料改正・資源ごみ集団回収報奨金制度創設 

ごみ収集計画変更 

粗大ごみ（不燃性）有料戸別回収開始 

家庭ごみ有料指定袋制開始 

家庭ごみ有料指定袋に最小袋（燃やすごみ袋10ℓ）を追加 

医王谷埋立処分場（エコトピア）埋立業務終了 

エコトピア亀岡供用開始（埋立容量110,000㎥） 

使用済み蛍光管の拠点収集をスタート 

 



（２）ごみ排出量処理実績 
（単位：トン） 

 

‐
3
0
‐

 

 平成 16 年度 
（2004） 

平成 17 年度 
（2005） 

平成 18 年度 
（2006） 

平成 19 年度 
（2007） 

平成 20 年度 
（2008） 

平成 21 年度 
（2009） 

平成 22 年度 
（2010） 

a.総 ご み 排 出 量 33,527.06 31,926.64 31,691.03 31,340.76 29,663.49 28,736.28 28,875.97 

 

b.家 庭 系 ご み 排 出 量 22,489.71 22,800.44 23,574.12 23,272.29 22,698.63 21,983.03 21,710.39 

 

c.燃 や す ご み  24,653.59 24,085.04 23,749.04 23,458.77 22,411.77 21,826.68 21,425.62 

 

家 庭 系 16,379.34 16,367.20 16,492.48 16,330.77 15,950.82 15,573.03 15,172.13 

事 業 系 8,171.76 7,624.36 7,212.16 7,071.14 6,431.29 6,224.36 6,189.60 

そ の 他 102.49 93.48 44.40 56.86 29.66 29.29 63.89 

d.埋 立 ご み 2,804.87 2,798.81 2,502.98 2,373.91 2,051.64 1,989.00 2,359.31 

 

家 庭 系 1,621.12 1,697.08 1,862.40 1,729.74 1,696.82 1,680.20 1,750.81 

事 業 系 636.45 525.89 283.55 75.81 69.51 57.64 46.31 

そ の 他 547.30 575.84 357.03 568.36 249.31 251.16 562.19 

e.粗 大 ご み 1,706.83 469.37 361.84 437.84 314.14 306.33 423.97 

 

家 庭 系 178.94 199.32 185.24 192.63 172.45 153.69 161.49 

事 業 系 3.13 0.37 1.47 3.96 3.07 0.00 0.02 

そ の 他 1,524.76 269.68 175.13 241.25 138.62 152.64 262.46 

f.空 き カ ン 331.64 325.07 274.28 266.89 244.24 238.38 230.09 

 
家 庭 系 322.53 321.39 269.11 260.71 240.12 236.25 228.57 

事 業 系 7.52 2.21 3.63 5.68 2.87 1.31 1.18 

 そ の 他 1.59 1.47 1.54 0.50 1.25 0.82 0.34 

 



（単位：トン） 

 

‐
3
1
‐

 

 平成 16 年度 
（2004） 

平成 17 年度 
（2005） 

平成 18 年度 
（2006） 

平成 19 年度 
（2007） 

平成 20 年度 
（2008） 

平成 21 年度 
（2009） 

平成 22 年度 
（2010） 

  g.空 き ビ ン 892.27 871.73 908.81 898.50 847.52 827.72 830.01 

 家 庭 系 849.92 838.83 870.81 853.59 808.24 791.69 790.42 

事 業 系 41.87 32.90 38.00 44.90 39.28 35.58 39.00 

そ の 他 0.48 0.00 0.00 0.01 0.00 0.45 0.59 

h.ペ ッ ト ボ ト ル 105.17 102.48 120.75 131.90 137.28 136.64 151.00 

i.使 用 済 乾 電 池 12.78 15.42 16.25 16.53 14.04 11.92 12.28 

j 使 用 済 蛍 光 管 ― ― ― ― 0.67 1.84 1.95 

K.集 団 回 収 3,019.91 3,258.72 3,757.08 3,756.42 3,678.19 3,397.77 3,441.74 

l.資 源 化 量 4,226.87 4,459.01 4,959.65 4,902.62 4,747.42 4,436.28 4,478.89 

 

m.使 用 済 乾 電 池 10.00 15.00 23.20 15.00 15.00 10.03 15.00 

n.使 用 済 蛍 光 管  ― ― ― ― 0.67 1.84 1.95 

o.空 き カ ン 300.57 297.82 266.88 230.25 214.27 217.06 199.56 

p.空 き ビ ン 684.77 677.45 685.21 662.48 628.00 614.76 618.70 

q.不 燃 性 粗 大 ご み  106.45 107.54 106.53 106.57 74.01 58.18 50.94 

r.ペ ッ ト ボ ト ル  105.17 102.48 120.75 131.90 137.28 136.64 151.00 

s.集 団 回 収 3,019.91 3,258.72 3,757.08 3,756.42 3,678.19 3,397.77 3,441.74 
 
※j,q＝新聞、雑誌、ダンボール、古布 
 

 平成 16 年度 
（2004） 

平成 17 年度 
（2005） 

平成 18 年度 
（2006） 

平成 19 年度 
（2007） 

平成 20 年度 
（2008） 

平成 21 年度 
（2009） 

平成 22 年度 
（2010） 

t.人 口(年度末現在) 95,368 95,064 94,844 94,611 94,243 93,790 93,393 

u.資 源 化 率(ℓ／a) 12.61% 13.97% 15.65% 15.64% 16.00% 15.44% 15.51% 

v.1 日 1 人当たりごみ排出量（単位:g） 646.08 657.10 680.98 673.91 659.87 642.15 636.88 
 
※b＝c～gの家庭系＋h＋i＋j＋k 

※v＝b／t／365 日×1,000,000
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(３) ごみ集積場違法排出４品目集計表 
 

（平成２２年度）                   （単位：台、件） 

品目 

月 

エアコン テ レ ビ 
冷 蔵 庫 

冷 凍 庫 

洗 濯 機 

衣類乾燥機 
合 計 

台 数 箇所数 台 数 箇所数 台 数 箇所数 台 数 箇所数 台 数 箇所数 

4           

5   1 1     1 1 

6           

7 1 1       1 1 

8 1 1       1 1 

9           

10 1 1 1 1     2 2 

11   1 1     1 1 

12   2 2     2 2 

1           

2           

3   1 1     1 1 

合計 3 3 6 6 0 0 0 0 9 9 

     （環境事業課資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
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環境用語の解説 

 

・・・ あ 行 ・・・ 

○ アメニティー（快適環境） 

人々を取り巻く自然や施設、歴史などの環境を構成する要素が、互いに他

を生かしあうようにバランスがとれ、その間に、真の調和が保たれている場

合に生じる好ましい感覚、効果をいう。 

具体的には、のびのびとした空間、さわやかな空気、すみきった水、豊か

な緑などによってもたらされる。 

 

○ 硫黄酸化物（ＳＯｘ） 

硫黄と酸素が化合したもので、二酸化硫黄（ＳＯ２）、三酸化硫黄（ＳＯ３）

などがある。これらの中で二酸化硫黄が代表的であり、大気汚染指標物質と

して広く測定されている。発生源としては重油燃料施設、ごみ焼却場、ディ

ーゼルエンジンなどがある。呼吸器に影響を及ぼす。浮遊粒子状物質が共存

することにより影響が増す。 

 

○ 一酸化炭素（ＣＯ） 

酸素が不足の状態で燃料が燃焼する際に必ず発生するもので、血液中のヘ

モグロビンと結合し、酸素の供給を阻害し、ひどいときには窒息まで至る。

現在一番多量の発生源は自動車排出ガスで、交通頻繁な道路や交差点の近く

で高濃度の一酸化炭素汚染がみられる。 

 

○ 陰イオン界面活性剤 

陰イオン界面活性剤は、合成洗剤の主成分として使用されている。微生物

による分解を受けにくいため、水質汚染の原因の一つとなっている。 

 

・・・ か 行 ・・・ 

○ カドミウム（Ｃｄ） 

「イタイイタイ病」の原因物質であるといわれている重金属の一種。 

大量のカドミウムを長時間にわたって摂取すると体内に蓄積され機能低下

を伴う肺障害（気腫）、胃腸障害、腎臓障害や血液変化（白血球、赤血球の減

少）を起こすこともある。 
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○ 環境影響評価（環境アセスメント） 

大規模な開発事業の実施に際し、それが環境にどのような影響を及ぼすか

について、調査、予測および評価を行い、その結果を公表して、住民などの

意見を聞くことなどによって、環境を守るために適切な環境保全対策を講じ

ようとすることをいう。乱開発がもたらす環境破壊を未然に防止する手段の

一つとされている。 

 

○ 環境基準 

環境の保全に関する各種の施策を実施するに当たり、その行政上の目標を

定めたのが環境基準である。 

環境基本法第１６条第１項は、「政府は大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚

染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及

び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準を定めるものとす

る」と規定している。また環境基準は、常に適切な科学的判断が加えられ、

必要な改定が成されなければならない。 

 

○ 環境ホルモン 

内分泌かく乱化学物質、いわゆる環境ホルモンは、生態に取り込まれて内

分泌系（ホルモン作用）に影響を及ぼす化学物質の総称をいう。精子数の減

少や生殖器への異常など人体への影響が懸念されているが、影響のメカニズ

ムなどは明らかでなく、調査･研究が進められている状況にあり、現在のとこ

ろ大気･水質等環境基準は設けられていない。 

 

○ 規制基準 

通常、法律または条例に基づいて設定された公害の原因となる行為の規制

に関する基準であって、事業者などに直接の順守義務が課せられているもの

をいう。法令上は、このほか排水基準または排出基準という用語が用いられ

ている。 

 

○ 健康項目 

水質汚濁防止法の人の健康に係る環境基準に定められている項目を指し、

全シアン、カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、ＰＣＢ、トリクロ

ロエチレンなどを含む２６項目が指定されている。 
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○ 公 害 

環境基本法第２条第３項では、「環境の保全上の支障のうち、事業活動その

他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土

壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭により、人の健康又は生活環境

に被害が生じること」と定義されている。 

また、京都府の環境を守り育てる条例においては、公害対象を「大気汚

染、･･･悪臭等」と幅広くとらえ、公害事象から保護すべき対象を「人の健康

又は快適なくらし」として、人の健康および生活環境の中に歴史的遺産など

も加えたものとして定義している。 

なお、俗に公害と呼ばれている中身は非常に幅広いが、環境行政が対象と

する公害は、自然環境の侵害を通じて人の健康や快適なくらし（または生活

環境）を阻害するものに限定され、食品公害や医薬品公害はその範囲に含

まれず、それぞれ食品衛生行政、薬事行政などにおいて、規制などが行われる。 

 

○ 公害防止協定 

地方公共団体又は住民（団体）と、その地域内に立地若しくは立地しよう

としている企業等との間において、法律、条例による規制に拘束されることな

くお互いに自由な思想に基づいて、公害防止を目的として締結する協定をいう。 

 

○ 光化学オキシダント 

大気中の炭化水素や窒素酸化物等が太陽光線の作用によって化学反応を起

こしてつくられるオゾン、アルデヒド、ＰＡＮ（パーオキシアセチルナイト

レート）の総称。光化学スモッグの主成分である。 

 

○ 光化学スモッグ 

大気中の炭化水素と窒素酸化物から太陽光線の作用によって光化学的に作

られるスモッグ。光化学スモッグの生成は大都会で気温の高い晴天の風の弱

い日に起こりやすい。被害症状としては、目を刺激し、喉を痛めるのが一般

的である。また植物の葉を傷める。 

 

○ 降下ばいじん 

大気中から地面に雨水とともに降下したり重力で降下したりする比較的粒

径の大きなばいじん。成分としては不溶解性物質には発がん性の有害物質（ク

ール）が含まれている。 
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○ 公共用水域 

河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他の公共の用に供される水域およびこ

れに接続する公共溝渠、かんがい用水路、その他の公共の用に供される水路

をいう。ただし、下水道法で定められている公共下水道及び流域下水道であ

って、終末処理場を設置しているものは除かれる。 

 

・・・ さ 行 ・・・ 

○ 酸性雨 

雨や雪のｐＨは大気中に存在する二酸化炭素（ＣＯ２）が炭素としてその

中に溶解しているため、通常はわずかながら酸性となっており、平衡状態の

ときのｐＨは約 5.6 である。 

したがって、ｐＨが５．６より低い雨や雪は酸性降水と定義されている。 

酸性雨は、化石燃料の燃焼による硫黄酸化物、窒素酸化物などの大気汚染

物質が環境大気中に排出され、これが上空で移動する間に酸化されて硫酸や

硝酸となり、これが雨水に取り込まれて生成するものとされている。 

 

○ 重金属 

比重が４以上の金属をいい、環境上問題となるのは、クロム、水銀、カド

ミウム、鉛等で環境基準が設定されている。一般に生物体内に蓄積されや

すい。 

 

○ 水素イオン濃度（ｐＨ） 

溶液中の水素イオンの濃度をいい、ｐＨ＝７が中性、これより小さい数値

が酸性、大きい数値がアルカリ性であり、特殊な例（温泉など）を除いて河

川水等の表流水は中性付近のｐＨ値を示す。 

 

○ 生活環境項目 

水質汚濁防止法で生活環境に係る被害を生じるおそれがある項目として定

められたもの。ｐＨ、ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ、ノルマルヘキサン抽出物質、

フェタノール類、銅、亜鉛、溶解性鉄、溶解性マンガン、クロム、フッ素、

大腸菌群数、窒素、リンの１５項目について排出基準が定められている。こ

のうちｐＨ、ＢＯＤ、ＣＯＤ、ＳＳ、ノルマルヘキサン抽出物質、大腸菌群

数、窒素、リンの８項目については、生活環境項目として河川、湖沼、海域
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など公共用水域の水域類型ごとに、環境基準が定められている。 

 

○ 生活雑排水 

家庭からの排水は、台所、風呂、洗濯などからの排水と、し尿の２つに大

きく分けられ、前者を生活排水という。 

生活排水は、下水道や合併処理浄化槽に接続されている家庭においては、

し尿とともに処理されるが、それ以外の家庭では、し尿を除き未処理のまま

で流されており公共用水域の汚濁の大きな原因となっている。 

 

○ 全シアン（ＣＮ） 

シアン化物には、青酸カリや青酸ソーダなどがある。主に金属精錬、メッ

キ工場、有機合成等で使用される。少量の摂取で人が死亡するほどの有毒物

質である。 

 

○ 全窒素（Ｔ－Ｎ）、全リン（Ｔ－Ｐ） 

水中に含まれる有機性、無機性の窒素化合物とリン化合物の総量。数値が

大きいと富栄養化の原因になる。 

 

○ 総水銀 

アルキル水銀等の有機水銀と無機水銀との総称である。無機水銀は、一応

は人体に無害とはされているものの、公共用水域内で有機水銀化する場合が

あるとされており、これらの水銀を一括して「総水銀」として環境基準が定

められている。この中でも、アルキル水銀は、神経毒性が強く、「水俣病」の

原因物質とされており、知覚、聴覚、言語障害、視野のきょうさく、手足の

まひなどの中枢神経障害を起こし死亡に至る場合もある。 

 

・・・ た 行 ・・・ 

○ ダイオキシン類 

有機塩素化合物の中で、構造や毒性等の性質がよく似ているポリ塩化ジベ

ンゾパラジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラウ及びコプラナーＰＣＢを総称

してダイオキシン類という。 

塩素を含む物質を燃焼させたときなどに発生し、食物連鎖などにより体内

に蓄積されると甲状腺機能の低下、生殖機能・遺伝子への悪影響、発がん性、

内臓障害などが心配される。 

毒性を表すときは、もっとも毒性の強い２・３・７・８－四塩化ジベンゾ
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パラジオキシンを１とした係数（ＴＥＦ）により換算し、それを積算した毒

性等量（ＴＥＱ）とする。 

 

○ 大腸菌群 

乳糖を分解して酸とガスを生成する細菌群の総称であり、真性の大腸菌以

外に数種の菌を含んでいる。大腸菌群が水中において検出されるということ

は、その水が人や動物のし尿等により汚染されていることや、病原細菌が存

在している可能性があることを示す。 

 

○ 炭化水素 

炭素と水素から成り立っている化合物の総称で、メタンを除いた非メタン

炭化水素は光化学オキシダントの原因物質となる。 

発生源としては、溶剤を用いる塗料、印刷インキ、接着剤の製造およびク

リーニングほか、自動車排出ガスの中にも含まれる。 

 

○ 窒素酸化物（ＮＯx） 

一酸化窒素（ＮＯ）、二酸化窒素（ＮＯ２）、硝酸ミスト（ＨＮＯ２）等の窒

素と酸素の化合物をいい、大気汚染物質の一つである。石油、石炭等の燃焼

に伴って発生し、工場、ビル、自動車、家庭暖房などから排出される。 

 

○ 低公害車 

従来の自動車に比べ、ＮＯx などの有害物質の排出量が少ないものを総称

する。低公害車には、電動モーターなどの従来とは全く異なった動力をもっ

た電気自動車や、既存のエンジンを改良して、天然ガスやメタノールなどの

燃料の利用を可能にした車や、制動時にエネルギーを電気や圧力エネルギー

に変えて、発信･加速のときにエンジンの力を補助する低燃費のハイブリッド

自動車が実用化されている。 

 

○ 特定建設作業 

騒音規制法・振動規制法の中の用語で、「建設工事として行われる作業のう

ち、著しい騒音・振動を発生する作業であって政令で定めるもの」をいう。

作業実施の７日前までに届け出が必要である。 
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○ トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン 

金属の洗浄剤、ドライクリーニング剤に使用される。トリクロロエチレン

および１・１・１－トリクロロエタンは、いずれも人体に毒性の疑いがあり、

テトラクロロエチレンとトリクロロエチレンは発がん性の疑いがあり、地下

水への混入が問題とされる。 

 

・・・ な 行 ・・・ 

○ 鉛 

大量の鉛が体内に入ると、急性中毒を起こし、腹痛、嘔吐
お う と

、下痢、尿開な

どが表れ、激しい胃腸炎などで死亡することがある。少量の場合には、食欲

不振、頭痛、全身倦怠
けんたい

、貧血などを起こす。 

 

○ ノルマル（ｎ）－ヘキサン抽出物質 

主として水中に含まれる比較的揮発しにくい炭化水素、炭化水素誘導体、

グリース油状物質等を総称していう。通常「油分」といわれており、鉱物お

よび動植物などの油分の量を表す指標として使用される。 

 

・・・ は 行 ・・・ 

○ 砒素（Ａｓ） 

砒酸鉛、三酸化砒素などが殺虫剤として農薬に使用される。 

砒素中毒になると、高熱、全身発疹、食欲不振などの症状が表れる。 

 

○ ＢＯＤ・ＣＯＤ（生物化学的酸素要求量・化学的酸素要求量） 

いずれも水の有機性物質による汚濁の度合いを示す指標で、工場の排水測

定等に用いられるＢＯＤは、水中の有機物質が微生物によって無機化あるい

はガス化されるときに必要とされる酸素量をいい、ＣＯＤは水中の有機物質

を酸化するのに必要な過マンガン酸カリウム等の酸化剤の量から求める。単

位はどちらも mg/ℓで表し、この数値が大きいほど水中に有機物が多く汚濁し

ていることを示す。 

公共用水域の測定に際して、河川についてはＢＯＤが、湖沼や海について

はＣＯＤが用いられる。 
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○ ｐｐｍ、ｐｐｂ 

百分中にいくらあるかをパーセント（％）で表すように百万分中の幾分で

あるかを示す率が、ｐｐｍ（parts per million の略）であり、例えばある

物質が１㎏中に１㎎含まれていると、１ｐｐｍといい、濃度あるいは含有率

を表すものである。ｐｐｍは、大気汚染の汚染物の濃度を表示するのに繁用

されており、１㎥の大気中に１ｃ㎥汚染物質濃度を１ｐｐｍで示す。 

また、ｐｐｂ（parts per billion の略）は十億分中の幾分であるかを表

示する分率で、１ｐｐｍの 1,000 分の１に相当する。 

 

○ 富栄養化 

リン又は窒素を含む物質が公共用水域（湖、内湾等）に流入集積し、その

結果、藻類、その他水生植物が繁茂することにより水生生物の生態に変化を

及ぼし、水質の累進的な悪化が起こる現象をいう。リン酸態リンアンモニア

性窒素などは、富栄養化を促進する主要因子であり、汚濁を考えるうえでの

一指標となっている。 

 

○ 浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

大気中に浮遊する固体または液体の微粒子で、その粒径が１０μｍ以下の

もの。 

大気汚染の重要な一因であり、視力の低下、有害物質の直接吸引などによ

り呼吸器に影響を及ぼす。 

 

○ 浮遊物質（ＳＳ） 

水に溶けず浮遊している２㎜以下の物質。水の濁りの原因となり、魚類の

えらをふさいでへい死させたり、日光透過を悪化させ水中の植物の光合成を

妨げたりする。含有量の多い水は飲料水として不敵である。 

 

○ フロンガスによるオゾン層の破壊 

フロンとは、気体または蒸発しやすい液体で化学的に安定で不燃性であり、

毒性が少ないため冷蔵庫やクーラーの冷媒、スプレーの噴射剤として広く使

用されている。 

フロンガスは、環境中に放出されると成層圏に達して分解され、オゾン層

を破壊することにより地上に降り注ぐ紫外線量が増加し、生態系に悪影響を

与える可能性があることが指摘されている。このため、国連環境計画（ＵＮ
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与える可能性があることが指摘されている。このため、国連環境計画（ＵＮ

ＥＰ）が中心となってその対策が進められ、昭和６０年に国際的な条約（ウ

ィーン条約）が制定され、昭和６２年には具体的な対策内容を定めた議定書

（モントリオール議定書）が決められた。こうした国際協力の中で我が国で

もオゾン層保護対策を進めるため、昭和６３年にオゾン層保護法（特定物質

の規制等によるオゾン層の保護に関する法律）が制定された。 

 

○ ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ） 

不燃性物質で絶縁油、潤滑油、ノーカーボン紙などに使われていた。カネ

ミ油症事件の原因物質であり皮膚障害や肝臓障害を引き起こす。現在は製造

禁止である。 

 

・・・ や 行 ・・・ 

○ 有機リン化合物 

農薬などに使用されている。パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメ

トン、ＥＰＮは水質汚濁防止法で有害物質に指定されている。パラチオン、

メチルパラチオンは製造禁止になっている。この４物質は毒性が強く、体内

に摂取すれば神経系に異常をきたす。 

 

・・・ ら 行 ・・・ 

○ 六価クロム 

六価クロムは、皮膚、粘膜の腐食性が強くこれを含む水の摂取を続けると、

肝臓、腎臓、脾臓などへの蓄積が認められ機能低下を引き起こし、多量に摂

取すると嘔吐、腹痛、けいれんなどを起こし、死に至る場合もある。 
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（参 考） 

○ 重さを測る場合 

ｋｇ （キログラム） 1,000ｇ (1,000 グラム) 

ｇ （グ ラ ム） 1ｇ (１グラム) 

ｍｇ （ミリグラム） 10-３ｇ (1,000 分の１グラム) 

μｇ （マイクログラム） 10-６ｇ (100 万分の１グラム) 

ｎｇ （ナノグラム） 10-９ｇ (10 億分の１グラム) 

ｐｇ （ピコグラム） 10-12ｇ (1 兆分の１グラム) 

ｆｇ （フェムトグラム） 10-15ｇ (1,000 兆分の１グラム) 

 

○ 濃度を測る場合 

ｐｐｍ μｇ/ｇ 100 万分の１ 

ｐｐｂ ｎｇ/ｇ 10 億分の１ 

ｐｐｔ ｐｇ/ｇ 1 兆分の１ 

ｐｐｑ ｆｇ/ｇ 1,000 兆分の１ 

 

 

環 境 観 測 デ ー タ 

☆ 大 気 

 (１) 大気汚染測定結果（年平均値）の推移（京都府資料） 
 

年 度  

項 目 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 2 年度 

(1990) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

(2005) 

平成 22 年度 

(2010) 

二 酸 化 硫 黄 
（ｐｐｍ） 

0.004 0.005 0.004 0.006 0.005 0.005 

二 酸 化 窒 素 
（ｐｐｍ） 

0.009 0.009 0.012 0.011 0.011 0.008 

光化学オキシダント 
（ｐｐｍ） 

0.044 0.040 0.032 0.018 0.053 0.054 

浮 遊 粒 子 状 物 質 
（ｍｇ/㎥） 

0.037 0.055 0.029 0.022 0.017 0.017 

                             （亀岡測定局） 

※光化学オキシダントについては昼間の日最高１時間値の平均値 
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☆ 水 質 

 (１) 河川水質測定結果の推移 （亀岡市資料） 

河川名（測定地点）:  鵜の川（めがね橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.92 7.3 7.6 7.6 6.8 7.1 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.2 11 10.5 10.0 10.0 9.2 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.7 0.6 0.5 0.9 0.6 0.9 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.1 0.9 1.0 2.2 1.0 1.4 

ＳＳ （㎎/ℓ） 2 <1 1.0 <1 2.0 3.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.0×102 4.0×102 84×10 75×10 33×10 36×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.21 0.32 0.61 0.85 0.48 1.9 

全燐（㎎/ℓ） - 0.02 0.016 0.017 0.036 0.03 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.01 0.01 <0.01 0.01 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  鵜の川（桂川合流前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 
ｐＨ(水素イオン濃度) 6.64 7.4 7.2 7.5 7.3 7.3 

ＤＯ （㎎/ℓ） 7.9 9.0 10.7 10.4 10.2 9.2 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 1.9 5.2 0.7 0.9 0.9 0.8 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 2.5 5.6 1.6 1.8 1.9 1.5 

ＳＳ （㎎/ℓ） 6 4 1.0 1.0 1.8 1.8 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.3×105 8.2×106 11×103 47×103 39×102 47×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.87 1.8 2.18 1.65 1.55 1.7 

全燐（㎎/ℓ） - 0.12 0.024 0.021 0.024 0.03 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.30 0.03 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  西川（下条橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.53 7.2 7.3 7.7 7.3 8.0 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.0 6.9 6.2 6.6 11.5 9.0 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 5.3 9.6 14.0 7.1 1.1 2.4 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 5.7 12 16.0 13.2 4.0 4.7 

ＳＳ （㎎/ℓ） 7 7 8.5 11.5 3.5 10.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.3×103 1.5×107 25×103 80×106 28×102 80×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.23 5.9 5.70 4.6 2.25 2.2 

全燐（㎎/ℓ） - 0.66 0.615 0.29 0.125 0.21 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.46 1.18 0.03 0.06 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

河川名（測定地点）:  西川（桂川合流前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.82 7.3 7.7 7.7 7.4 7.6 

ＤＯ （㎎/ℓ） 7.3 9.1 10.2 10.6 10.2 9.4 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 4.3 4.4 2.2 1.2 1.3 1.4 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 8.9 7.4 5.0 3.3 3.9 2.7 

ＳＳ （㎎/ℓ） 14 10 5.7 1.8 4.7 7.3 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.6×107 2.4×105 17×103 31×103 91×102 66×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.7 2.1 1.80 1.98 1.54 1.5 

全燐（㎎/ℓ） - 0.18 0.094 0.038 0.065 0.08 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.23 0.09 0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  年谷川（鍬山神社） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.36 7.8 8.0 7.9 7.5 7.5 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.2 11 10.5 10.0 10.5 8.9 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 1.1 0.5 0.7 0.5 0.9 0.6 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 0.8 0.9 1.2 1.4 1.3 1.0 

ＳＳ （㎎/ℓ） 1 <1 1.0 1.0 2.0 1.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4×102 1.6×102 16×10 93×10 40×102 25×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.21 0.16 0.23 0.54 0.11 1.0 

全燐（㎎/ℓ） - <0.02 0.010 0.009 0.017 0.02 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.01 <0.01 0.06 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  年谷川（桂川合流前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.02 7.3 7.6 7.5 7.4 7.0 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.1 8.1 8.1 8.3 7.5 8.3 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 2.4 3.6 12.1 11.2 6.7 3.2 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 4.3 7.6 11.3 11.7 9.3 5.3 

ＳＳ （㎎/ℓ） 8 4 5.3 3.8 4.4 5.2 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.1×105 3.0×104 79×103 23×103 27×102 69×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.22 7.3 13.47 12.58 11.50 3.1 

全燐（㎎/ℓ） - 0.62 0.695 0.498 0.275 0.20 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.08 0.03 0.01 0.06 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  雑水川（医王谷） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.01 7.45 7.5 7.6 7.4 7.4 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.2 9.7 9.8 9.9 9.6 9.0 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 18.5 0.6 0.7 0.5 0.9 0.7 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 14.0 1.6 1.5 1.5 5.4 1.2 

ＳＳ （㎎/ℓ） 6 2 1.0 8.0 18.0 2.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.5×104 5.7×102 9×10 34×102 12×102 41×102 

全窒素（㎎/ℓ） 1.68 0.71 0.58 1.05 1.00 1.2 

全燐（㎎/ℓ） - <0.02 0.012 0.019 0.026 0.03 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.01 0.0 0.04 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  雑水川（南郷堀） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.13 8.55 8.6 7.4 7.1 7.4 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.3 10 14.0 8.3 6.5 9.3 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 15.8 12 4.5 2.8 1.8 2.1 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 11.4 13 8.5 6.6 4.2 3.9 

ＳＳ （㎎/ℓ） 13 12 13.7 11.7 7.8 12.2 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 9.3×103 1.5×104 16×102 19×103 19×102 82×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.21 2.6 1.36 1.48 1.01 1.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.29 0.090 0.084 0.071 0.08 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.16 0.03 <0.01 0.04 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  曽我谷川（春日部） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.45 7.3 7.8 7.8 7.4 7.6 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.2 11 10.2 10.0 10.2 9.3 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） <0.1 1.0 0.7 0.5 0.7 1.3 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.9 3.2 1.7 2.6 1.7 2.2 

ＳＳ （㎎/ℓ） 16 20 1.5 3.5 3.0 5.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 9.0×103 4.7×104 54×10 29×102 69×10 36×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.07 0.45 0.47 0.36 0.58 1.0 

全燐（㎎/ℓ） - 0.08 0.060 0.022 0.024 0.04 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.02 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  曽我谷川（桂川合流前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.10 7.9 8.0 8.2 7.5 7.6 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.2 11 11.2 11.1 11.0 9.5 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 2.8 1.5 1.8 1.4 1.3 1.4 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 6.7 4.0 3.6 4.1 3.1 2.6 

ＳＳ （㎎/ℓ） 7 3 2.8 8.8 5.4 7.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.1×105 2.3×104 69×102 21×103 16×102 49×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.05 0.88 1.04 1.15 0.92 1.2 

全燐（㎎/ℓ） - 0.08 0.070 0.059 0.072 0.06 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.07 0.01 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  赤川（宇津根踏切） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.89 7.55 7.7 8.3 7.5 7.5 

ＤＯ （㎎/ℓ） 7.8 9.6 9.3 10.5 10.1 8.7 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 6.0 2.4 1.3 1.2 1.6 1.8 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 6.7 5.5 3.4 4.2 2.8 3.3 

ＳＳ （㎎/ℓ） 11 6 2.5 9.0 4.0 11.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.6×107 1.2×106 19×103 34×103 90×10 64×102 

全窒素（㎎/ℓ） 1.15 2.3 1.45 2.25 1.25 1.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.13 0.075 0.073 0.071 0.16 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.05 0.03 <0.01 0.04 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  法貴谷川（法貴） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.80 7.55 7.6 8.2 7.3 8.1 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.4 11 9.7 9.9 10.0 9.6 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.6 0.6 0.6 0.5 0.6 1.2 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.0 1.3 1.9 2.5 1.6 1.8 

ＳＳ （㎎/ℓ） 2 1 6.0 46.0 4.0 5.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.1×105 1.7×103 12×102 34×102 56×10 38×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.03 0.25 0.35 1.12 0.09 1.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.02 0.027 0.024 0.031 0.04 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.02 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  犬飼川（養鶏場下） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 8.37 7.6 7.9 7.7 7.6 7.1 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.6 9.4 9.3 9.1 9.1 8.2 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） <0.1 1.9 3.6 2.3 1.5 2.1 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 2.9 5.0 5.4 5.6 3.1 3.4 

ＳＳ （㎎/ℓ） 6 12 1.5 4.5 1.0 6.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.3×103 5.1×104 68×102 11×104 65×103 85×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.06 1.5 1.09 1.6 1.00 1.7 

全燐（㎎/ℓ） - 0.21 0.094 0.11 0.102 0.14 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.03 0.01 <0.01 0.01 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  犬飼川（川西） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - 7.65 7.6 7.8 7.5 7.5 

ＤＯ （㎎/ℓ） - 11 10.3 9.9 10.2 7.8 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - <0.5 0.5 0.5 0.6 1.0 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - 0.5 1.5 1.4 2.0 2.0 

ＳＳ （㎎/ℓ） - <1 3.0 2.0 1.0 2.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - 5.5×10 9×10 23×10 13×102 21×102 

全窒素（㎎/ℓ） - 0.25 1.45 1.35 1.04 1.3 

全燐（㎎/ℓ） - 0.02 0.015 0.014 0.105 0.10 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.01 0.01 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  犬飼川（倉谷橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.20 7.65 7.8 8.0 7.6 7.6 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.4 11 10.8 10.0 10.2 8.7 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.5 0.6 0.7 0.6 0.6 0.9 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.0 1.8 1.5 2.7 2.1 1.6 

ＳＳ （㎎/ℓ） 1 2 1.0 <1 1.0 1.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 9.0×102 1.2×103 13×102 93×10 19×102 19×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.03 0.95 0.65 0.98 0.74 1.7 

全燐（㎎/ℓ） - 0.12 0.033 0.059 0.079 0.08 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.01 0.02 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  犬飼川（小幡橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.15 7.4 7.9 7.6 7.6 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.0 10 10.0 10.5 10.5 9.1 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.3 0.6 0.8 0.8 0.6 1.7 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 0.8 1.3 2.6 2.3 1.4 3.1 

ＳＳ （㎎/ℓ） 3 2 1.5 0.0 2.0 10.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 2.3×103 5.9×103 80×102 43×103 67×102 80×103 

全窒素（㎎/ℓ） 0.08 0.76 0.75 1.2 0.85 1.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.07 0.052 0.051 0.058 0.19 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.03 0.03 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  犬飼川（桂川合流前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.75 7.5 7.3 7.4 7.6 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 6.5 10 10.3 10.7 12.1 9.3 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 11.8 4.7 1.7 1.5 1.5 1.2 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 20.3 10 4.0 4.7 3.5 2.2 

ＳＳ （㎎/ℓ） 25 10 7.5 11.2 9.0 6.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.6×102 1.2×105 32×103 86×103 34×102 60×102 

全窒素（㎎/ℓ） 17.6 2.4 1.09 1.15 0.91 1.3 

全燐（㎎/ℓ） - 0.63 0.092 0.053 0.099 0.09 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.07 0.03 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  栢原川（落合橋下流） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.68 7.55 7.9 8.0 7.7 7.9 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.9 10 10.5 10.0 11.0 8.4 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.5 0.6 0.7 0.7 1.0 0.9 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.9 1.7 1.7 2.4 2.2 1.5 

ＳＳ （㎎/ℓ） 4 4 1.5 3.0 1.0 1.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4.3×103 2.3×103 58×102 24×102 67×102 43×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.21 0.68 0.38 0.39 0.15 1.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.03 0.022 0.024 0.040 0.05 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.06 0.02 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  栢原川（九折橋下流） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 8.43 8.15 8.2 8.4 7.5 8.0 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.4 11 5.2 9.9 10.2 8.7 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.3 0.6 0.7 0.6 0.8 1.0 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.4 1.1 1.7 2.2 1.4 1.7 

ＳＳ （㎎/ℓ） 3 1 2.0 3.5 2.0 4.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 2.3×103 8.2×102 42×10 20×102 56×10 36×102 

全窒素（㎎/ℓ） <0.01 0.58 0.50 0.65 0.43 1.5 

全燐（㎎/ℓ） - <0.02 0.021 0.017 0.136 0.05 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.03 0.02 <0.01 0.01 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  砂川（鹿谷） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.73 7.45 7.7 7.5 7.6 7.4 

ＤＯ （㎎/ℓ） 7.5 9.7 9.4 9.3 9.7 8.8 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 2.9 <0.5 1.1 0.6 1.2 0.9 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 3.8 1.3 1.7 2.5 1.7 1.6 

ＳＳ （㎎/ℓ） 14 2 1.0 8.5 3.0 6.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 4 <3.0×10 83×10 76×103 15×102 30×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.6 0.17 0.26 0.43 0.34 0.8 

全燐（㎎/ℓ） - <0.02 0.019 0.023 0.038 0.04 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.01 <0.01 0.01 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  砂川（染色工場下） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.75 7.15 7.3 7.4 7.4 7.3 

ＤＯ （㎎/ℓ） 5.7 7.9 9.4 8.8 8.8 8.1 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 95.2 7.8 6.0 2.9 2.0 2.8 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 100.9 16 13.7 7.8 4.5 4.5 

ＳＳ （㎎/ℓ） 40 10 7.5 11.0 2.5 5.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.1×108 5.7×107 93×103 47×104 72×102 77×102 

全窒素（㎎/ℓ） 3.96 1.7 2.10 2.75 1.45 2.5 

全燐（㎎/ℓ） - 0.13 0.086 0.049 0.347 0.14 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.08 0.05 0.01 0.06 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

河川名（測定地点）:  山内川（芦ノ山） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.50 7.35 7.4 7.4 7.7 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 7.7 8.1 8.6 8.1 8.6 8.1 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 0.9 3.2 2.6 2.1 1.0 1.0 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 2.9 5.2 5.1 4.9 3.0 2.3 

ＳＳ （㎎/ℓ） 11 4 3.5 3.5 4.5 3.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.5×104 3.4×104 68×103 29×103 42×102 60×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.31 0.55 2.13 2.65 2.20 2.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.10 0.205 0.21 0.425 0.21 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.18 0.04 0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  山内川（夫婦松橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.12 7.35 7.5 7.3 7.4 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.3 10 9.4 7.9 10.5 7.7 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 1.6 1.1 1.4 2.4 2.0 2.0 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 4.8 3.3 3.5 6.6 4.2 3.3 

ＳＳ （㎎/ℓ） 10 3 3.3 3.0 1.5 12.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 2.1×104 9.7×102 42×103 20×103 64×10 87×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.53 1.4 1.30 1.9 1.31 1.8 

全燐（㎎/ℓ） - 0.055 0.069 0.092 0.118 0.18 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.03 0.06 0.01 0.06 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

 

河川名（測定地点）:  山内川（山内川橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.90 8.1 7.4 7.6 7.6 7.1 

ＤＯ （㎎/ℓ） 5.8 9.1 9.5 9.3 9.9 9.0 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 35.7 1.7 1.4 1.7 1.8 1.3 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 45.7 5.3 4.7 4.8 4.0 2.5 

ＳＳ （㎎/ℓ） 22 7 2.5 5.5 3.3 7.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.1×106 4.1×107 24×102 45×103 44×102 69×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.57 1.2 1.80 1.37 1.50 1.5 

全燐（㎎/ℓ） - 0.11 0.074 0.09 0.122 0.09 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.04 0.02 0.01 0.04 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  願成寺川（法然寺） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.00 8.25 7.8 7.4 7.5 7.4 

ＤＯ （㎎/ℓ） 6.8 6.1 9.2 9.3 11.5 9.2 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 3.7 5.1 3.4 2.2 1.3 0.8 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 10.2 10 7.7 6.7 3.7 1.1 

ＳＳ （㎎/ℓ） 11 7 7.0 9.5 5.0 1.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 2.4×105 1.5×107 68×103 32×103 41×102 27×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.94 3.0 2.25 2.05 1.30 1.5 

全燐（㎎/ℓ） - 0.75 0.164 0.054 0.145 0.15 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.08 0.10 0.01 0.05 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  千々川（行者橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - - 7.8 7.7 7.7 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） - - 10.1 9.6 10.3 9.8 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - - 1.2 1.0 0.9 1.6 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - - 3.3 4.1 2.1 2.9 

ＳＳ （㎎/ℓ） - - 1.5 3.0 5.5 15.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - - 84×102 97×102 30×102 11×103 

全窒素（㎎/ℓ） - - 0.95 1.1 0.67 1.2 

全燐（㎎/ℓ） - - 0.038 0.021 0.053 0.05 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - - 0.01 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  千々川（ＪＲ鉄橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.13 7.65 7.5 7.6 7.7 7.4 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.7 9.6 9.9 10.0 9.9 9.4 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 1.7 2.4 2.4 1.6 1.4 1.7 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 8.6 4.9 4.6 3.9 3.2 3.4 

ＳＳ （㎎/ℓ） 11 15 6.5 7.5 5.4 18.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.1×105 8.8×104 58×104 30×104 65×102 13×103 

全窒素（㎎/ℓ） 0.27 1.2 1.18 0.95 0.79 1.4 

全燐（㎎/ℓ） - 0.14 0.089 0.049 0.064 0.08 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.08 0.12 0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

 

河川名（測定地点）:  古川（古川橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.14 7.55 7.6 7.9 7.6 7.0 

ＤＯ （㎎/ℓ） 8.6 9.1 9.9 10.5 9.7 8.6 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 2.3 2.3 4.3 1.3 8.9 2.0 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 6.7 4.9 7.6 4.3 8.6 3.8 

ＳＳ （㎎/ℓ） 19 8 6.0 9.0 11.5 11.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 2.3×104 9.7×103 13×105 57×103 31×102 59×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.52 1.6 2.15 1.95 3.85 2.6 

全燐（㎎/ℓ） - 0.085 0.170 0.032 0.207 0.21 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.03 0.07 <0.01 0.09 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  古川（若宮橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.03 7.55 7.5 7.7 7.4 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 9.3 9.9 10.1 10.3 6.6 9.4 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 6.1 1.9 2.4 1.8 2.9 1.4 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 6.7 4.9 5.2 4.9 4.4 2.4 

ＳＳ （㎎/ℓ） 11 10 7.0 11.7 8.2 6.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 9.3×103 1.3×105 76×102 25×103 51×102 60×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.32 1.7 1.53 1.44 1.41 1.8 

全燐（㎎/ℓ） - 0.21 0.181 0.083 0.121 0.11 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.04 0.02 <0.01 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  七谷川（キャンプ場） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - 7.7 7.6 7.6 7.7 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） - 11 10.2 10.0 10.5 9.1 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - 0.6 0.8 0.0 0.7 0.6 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - 0.9 1.2 1.7 0.8 1.0 

ＳＳ （㎎/ℓ） - 1 1.0 2.5 2.5 1.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - 4.9×102 16×10 13×102 82×10 20×102 

全窒素（㎎/ℓ） - 0.67 0.49 0.49 0.5 1.0 

全燐（㎎/ℓ） - 0.04 0.027 0.026 0.02 0.02 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.01 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  本梅川（水橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 6.90 7.4 7.4 7.4 7.4 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 7.7 9.5 10.2 9.8 9.9 8.4 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 1.3 0.5 1.0 0.8 1.4 1.7 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） 1.9 2.5 3.5 4.4 4.5 3.2 

ＳＳ （㎎/ℓ） 6 1 4.5 10.5 5.0 14.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) 1.5×104 4.7×104 84×102 93×102 20×102 85×102 

全窒素（㎎/ℓ） 0.1 1.5 1.18 1.14 1.05 1.5 

全燐（㎎/ℓ） - 0.03 0.039 0.03 0.055 0.16 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.03 0.02 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  大路次川（あたご橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - 7.75 7.1 7.4 7.7 7.1 

ＤＯ （㎎/ℓ） - 10 9.5 9.8 10.2 8.9 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - <0.5 1.5 0.9 <0.5 0.7 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - 1.3 2.5 2.2 1.4 1.1 

ＳＳ （㎎/ℓ） - <1 1.5 9.5 4.0 1.5 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - 3.9×105 22×103 13×104 42×102 56×102 

全窒素（㎎/ℓ） - 0.30 0.61 0.55 0.41 1.1 

全燐（㎎/ℓ） - <0.02 0.016 0.014 0.015 0.02 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.02 0.10 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  愛宕谷川（愛宕橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - - 7.2 7.5 7.6 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） - - 9.7 9.8 9.9 9.3 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - - 0.9 0.6 0.7 0.8 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - - 2.0 1.5 1.3 1.1 

ＳＳ （㎎/ℓ） - - 4.0 2.5 2.0 2.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - - 68×102 54×102 65×103 16×102 

全窒素（㎎/ℓ） - - 0.66 0.42 0.37 0.6 

全燐（㎎/ℓ） - - 0.060 0.032 0.040 0.02 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - - 0.02 <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

 

 

河川名（測定地点）:  桂川（寅天井堰） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - - - 8.1 7.7 7.6 

ＤＯ （㎎/ℓ） - - - 11.0 12.0 9.6 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - - - 0.7 0.8 1.1 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - - - 2.2 1.8 1.7 

ＳＳ （㎎/ℓ） - - - 3.0 3.5 4.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - - - 23×102 81×10 46×102 

全窒素（㎎/ℓ） - - - 0.60 0.49 0.9 

全燐（㎎/ℓ） - - - 0.025 0.027 0.04 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - - - <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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河川名（測定地点）:  桂川（保津峡入口） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50年度 

(1975) 

昭和 60年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - - - 7.5 7.5 7.3 

ＤＯ （㎎/ℓ） - - - 10.5 11.0 9.8 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - - - 0.8 0.7 0.9 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - - - 2.6 2.5 1.6 

ＳＳ （㎎/ℓ） - - - 4.0 5.0 4.0 

大腸菌群数(MPN/100mℓ) - - - 43×102 79×10 52×102 

全窒素（㎎/ℓ） - - - 0.98 0.89 1.3 

全燐（㎎/ℓ） - - - 0.024 0.038 0.04 

その他 陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - - - <0.01 0.02 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 
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 (２) 河川水質測定結果（重金属）の推移 （亀岡市資料） 

河川名（測定地点）:  法貴谷川（法貴） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

銅（㎎/ℓ） - 0.001 0.002 0.0075 0.0030 0.001 

鉛（㎎/ℓ） - <0.05 0.006 0.0220 0.0090 <0.002 

※「 < 」は当該数値未満 

 

河川名（測定地点）： 砂川（鹿谷） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

銅（㎎/ℓ） - 0.067 0.0014 0.0045 0.0220 - 

亜鉛（mg/ℓ） - - - - - 0.556 

カドミウム（㎎/ℓ） - 0.018 0.007 <0.005 0.0080 0.036 

※「 < 」は当該数値未満 

 

河川名（測定地点）： 願成寺川（法然寺前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

銅（㎎/ℓ） - 0.009 0.002 0.003 0.0135 0.003 

鉛（㎎/ℓ） - <0.05 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

カドミウム（㎎/ℓ） - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.01 

亜鉛（㎎/ℓ） - 0.086 0.008 0.007 0.0445 <0.01 

溶解性鉄（㎎/ℓ） - 0.22 0.13 0.6 0.54 0.33 

溶解性マンガン(㎎/ℓ) - 0.03 0.07 0.055 0.03 0.18 

全クロム（㎎/ℓ） - 0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

ニッケル（㎎/ℓ） - 0.01 <0.005 <0.005 <0.005 <0.01 

全シアン（㎎/ℓ） - ND <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

六価クロム（㎎/ℓ） - <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 

砒素（㎎/ℓ） - <0.02 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

総水銀（㎎/ℓ） - <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

※「 < 」は当該数値未満 

※「 ND 」は定量下限値未満のもので物質を検出しない意味の表示 
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(３) 桂川水域水質測定結果の推移 （京都府資料） 

河川名（測定地点）： 桂川（保津峡） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.3 7.0 7.0 7.4 6.6 7.2 

ＤＯ （㎎/ℓ） 10.3 10 11 8.8 9.9 10 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 1.5 1.3 1.6 1.4 1.3 0.6 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - 1.8 2.1 1.3 2.2 2.4 

ＳＳ （㎎/ℓ） 3.6 2 8 4 5 2 

大腸菌群数(MPN/100mℓ)  3.3×103 2.6×103 1.9×104 1.1×104 1.6×104 8.2×103 

全窒素（㎎/ℓ） - 1.2 1.3 1.1 1.1 0.98 

全燐（㎎/ℓ） - 0.062 0.083 0.046 0.054 0.049 

全亜鉛（㎎/ℓ） ‐ ‐ - - <0.005 0.002 

健

康

項

目 

カドミウム（㎎/ℓ） ND <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.001 

全シアン（㎎/ℓ） - ND <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

鉛  （㎎/ℓ） ND <0.05 0.006 <0.005 <0.005 <0.005 

六価クロム（㎎/ℓ） ND <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 

砒素 （㎎/ℓ） 0.001 <0.02 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

総水銀（mg/ℓ） ND <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

硝酸性窒素※ 1 及び 

亜硝酸性窒素※2(㎎/ℓ) 

※1 - - - - - 
- 

※2 - - - - - 

特

殊

項

目 
フェノール類(㎎/ℓ) - - <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

銅  （㎎/ℓ） - 0.003 0.003 <0.001 <0.01 <0.01 

鉄  （㎎/ℓ） - 0.36 0.08 0.19 0.18 0.11 

全マンガン（㎎/ℓ） 0.028 0.03 0.02 0.01 0.02 - 

クロム（㎎/ℓ） - 0.02 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

そ
の
他
の
項
目 

ニッケル（㎎/ℓ） 0.001 <0.01 <0.01 <0.005 <0.005 <0.005 

アンモニア態窒素(㎎/ℓ) - 0.09 - - - - 

無 機性リ ン (㎎ /ℓ) - 0.033 - - - - 

陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.04 0.02 0.02 0.01 <0.01 

塩化物イオン(㎎/ℓ) - 9.7 - - - - 

※「 < 」は当該数値未満 

※「 ND 」は定量下限値未満のもので物質を検出しない意味の表示 
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河川名（測定地点）： 犬飼川（並河橋） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) 7.4 7.5 7.1 7.4 6.6 7.3 

ＤＯ （㎎/ℓ） 10.1 11 11 8.4 9.7 10 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） 2.3 1.8 2.3 1.7 1.6 0.8 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - 4.1 3.7 3.4 2.9 3.2 

ＳＳ （㎎/ℓ） 8.5 5 14 7 4 3 

大腸菌群数(MPN/100mℓ)  5.2×104 8.0×103 4.3×104 2.6×104 4.4×104 6.7×104 

全窒素（㎎/ℓ） - 1.7 1.6 1.4 1.4 0.9 

全燐（㎎/ℓ） - 0.15 0.13 0.083 0.12 0.10 

全亜鉛（㎎/ℓ） - ‐ - ‐ 0.006 0.003 

健

康

項

目 

カドミウム（㎎/ℓ） - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.001 

全シアン（㎎/ℓ） - ND <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

鉛  （㎎/ℓ） - <0.05 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

六価クロム（㎎/ℓ） - <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 

砒素 （㎎/ℓ） - <0.02 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

総水銀（mg/ℓ） - <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

硝酸性窒素※ 1 及び 

亜硝酸性窒素※2(㎎/ℓ) 

※1 - - - 0.86 1.0 
0.63 

※2 - - - 0.02 0.02 

特

殊

項

目 
フェノール類(㎎/ℓ) - - <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

銅  （㎎/ℓ） - - 0.005 0.002 0.01 <0.01 

鉄  （㎎/ℓ） - - 0.15 0.48 0.34 0.39 

全マンガン（㎎/ℓ） - - 0.13 0.06 0.04 - 

クロム（㎎/ℓ） - - <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

そ
の
他
の
項
目 

ニッケル（㎎/ℓ） - - <0.01 <0.005 <0.005 <0.005 

アンモニア性窒素(㎎/ℓ) - 0.17 - 0.10 0.18 0.08 

無 機性リ ン (㎎ /ℓ) - ‐ 0.08 0.075 0.071 0.075 

陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ)  0.14 - 0.06 0.04 <0.01 

塩化物イオン(㎎/ℓ) ‐ ‐ ‐ ‐ - - 

※「 < 」は当該数値未満 

※「 ND 」は定量下限値未満のもので物質を検出しない意味の表示 
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河川名（測定地点）： 西川（桂川流入前） 

               測定年度 
測定項目 

昭和 50 年度 

(1975) 

昭和 60 年度 

(1985) 

平成 7 年度 

(1995) 

平成 12 年度 

(2000) 

平成 17 年度 

（2005） 

平成 22 年度 

（2010） 

生

活

環

境

項

目 

ｐＨ(水素イオン濃度) - 7.45 7.9 7.6 6.6 7.8 

ＤＯ （㎎/ℓ） - 9.0 11 9.2 10 8.7 

ＢＯＤ（㎎/ℓ） - 7.6 3.2 1.9 1.9 0.7 

ＣＯＤ（㎎/ℓ） - 7.4 4.2 3.9 2.9 3.6 

ＳＳ （㎎/ℓ） - 7 4  4 2 3 

大腸菌群数(MPN/100mℓ)  - 1.3×105 5.5×104 1.5×104 7.1×103 6.7×104 

全窒素（㎎/ℓ） - 2.9 2.1 2.3 1.5 1.2 

全燐（㎎/ℓ） - 0.27 0.10 0.074 0.069 0.120 

全亜鉛（㎎/ℓ） - -  - -  0.006 0.003 

健

康

項

目 

カドミウム（㎎/ℓ） - <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.001 

全シアン（㎎/ℓ） - ND <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

鉛  （㎎/ℓ） - <0.05 <0.005 0.006 <0.005 <0.005 

六価クロム（㎎/ℓ） - <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 

砒素 （㎎/ℓ） - <0.02 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

総水銀（mg/ℓ） - <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

硝酸性窒素※ 1 及び 

亜硝酸性窒素※2(㎎/ℓ) 

※1 - - - 1.6 1.1 
0.80 

※2 - - - 0.04 0.02 

特

殊

項

目 
フェノール類(㎎/ℓ) - - <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

銅  （㎎/ℓ） - - 0.004 0.003 <0.01 <0.01 

鉄  （㎎/ℓ） - - 0.14 0.61 0.64 0.77 

全マンガン（㎎/ℓ） - - 0.03 0.12 0.10 - 

クロム（㎎/ℓ） - - <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

そ

の

他

の

項

目 

ニッケル（㎎/ℓ） - - <0.01 <0.005 <0.005 <0.005 

アンモニア性窒素(㎎/ℓ) - 0.83 - - - - 

無 機性リ ン (㎎ /ℓ) - ‐ - - - - 

陰イオン界面活性剤(㎎/ℓ) - 0.82 0.26 0.06 0.03 <0.01 

※「 < 」は当該数値未満 

※「 ND 」は定量下限値未満のもので物質を検出しない意味の表示 
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☆ 騒 音 

（１）環境基準達成状況（平成22年度） 

（昼 間）       （単位：箇所、％） 

地域の

類 型 
用 途 地 域 

測  定 

地点数 

環境基準 

達成地点数 
割 合 

地域の 
類型別 
達成数 

割 合 

Ａ 

第一種低層住居専用 5 3 60.0 

6 66.7 
第二種低層住居専用 2 2 100.0 

第一種中高層住居専用 2 1 50.0 

小  計 9 6 66.7 

Ｂ 第 一 種 住 居 13 11 84.6 11 84.6 

Ｃ 

近 隣 商 業 4 3 75.0 

6 66.7 

商   業 2 1 50.0 

準  工  業 2 2 100.0 

工   業 1 0 0.0 

小  計 9 6 66.7 

その他 調 整 区 域 2 2 100.0 2 100.0 

 合  計 33 25 75.8   

※その他の地域（調整区域）は、住居の立地状況等から『Ａ及びＢ』地域の環境基準を適用 

 

 

（夜 間）       （単位：箇所、％） 

地域の

類 型 
用 途 地 域 

測  定 

地点数 

環境基準 

達成地点数 
割 合 

地域の 
類型別 
達成数 

割 合 

Ａ 第一種低層住居専用 1 1 100.0 1 100.0 

Ｂ 第 一 種 住 居 4 2 50.0 2 50.0 

Ｃ 

商   業 1 1 100.0 
1 50.0 

工   業 1 0 0.0 

 

合  計 7 4 57.1   

 



騒音レベル

Leq

1 Ｂ 第一住居 千代川町今津１丁目８－１６ H23.3.17 9:32 52.3 車、電車、飛行機、鳥の鳴声 ○

2 Ｂ 第一住居 千代川町今津３丁目１０－５ H23.3.17 10:20 51.8 車、バイク、鳥の鳴声、会話 ○

3 Ａ 中高住専 大井町小金岐１丁目６ H23.3.17 10:56 52.3 車、水が流れる音 ○

4 Ｂ 第一住居 大井町土田１丁目５－７ H23.3.17 10:40 49.8 車、会話、電車 ○

5 Ｃ 準 工 業 大井町土田２丁目１ H23.3.17 11:48 59.4 車、バイク、自転車、会話、歩行音 ○

6 Ｃ 近隣商業 大井町並河１丁目１ H23.3.17 11:30 58.5 車、踏切、バイク、学校チャイム、会話 ○

7 Ｂ 第一住居 大井町かすみヶ丘１４－１４ H23.3.17 11:15 56.3 車、バイク、自転車、水の音 ☓

8 Ｃ 工　　業 大井町並河３丁目１４－１５ H23.3.17 12:56 61.7 車、工場チャイム、工場機械音 ☓

9 Ｂ 第一住居 大井町並河２丁目２２－２６ H23.3.17 12:40 51.9 車、踏切、会話 ○

10 Ａ 中高住専 北河原町２丁目 H23.3.17 15:58 55.6 車、バイク、自転車、電車 ☓

11 Ｂ 第一住居 余部町天神又４６ H23.3.17 15:38 45.3 車、自転車 ○

12 Ｃ 商　　業 安町５ H23.3.17 16:18 56.1 車、バイク、飛行機、会話 ○

13 Ｃ 商　　業 追分町大堀２０－１ H23.3.17 18:35 64.9 車、バス、バイク、電車、歩行音、会話 ☓

14 Ｃ 近隣商業 内丸町２６ H23.3.17 16:33 63.3 車、バイク、自転車、会話、福祉センター入口認識音 ☓

15 Ｂ 第一住居 紺屋町６－１ H23.3.17 16:51 60.2 車、バイク、工場機械音、サイレン ☓

16 Ｃ 準 工 業 古世町向嶋１６－１ H23.3.17 18:52 48.7 電車、踏切、飛行機、犬の鳴声 ○

17 Ｂ 第一住居 北古世町１丁目１０－１ H23.3.17 18:14 48.2 車、自転車、飛行機、会話 ○

18 Ｂ 第一住居 三宅町野々神１－１ H23.3.17 19:12 48.4 車、電車、飛行機、エアコン室外機 ○

19 Ａ 一低住専 篠町見晴１丁目１３－１ H23.3.24 20:10 48.5 自転車、飛行機、犬の鳴声 ○

20 Ｃ 近隣商業 古世町２丁目４－１ H23.3.17 17:58 50.9 車、バイク、会話、放送 ○

（２）測定結果

　ア．環境騒音

（昼間）

環境基
準適否

主たる音源

‐
6
6
‐

測定地
点番号

地域の
類　型

測定年月日 測定時間用途地域 指定地点所在地



騒音レベル

Leq

21 Ｂ 第一住居 篠町広田１丁目４－１１ H23.3.17 19:31 42.9 車、電車、飛行機、会話 ○

22 Ｂ 第一住居 篠町馬堀伊賀ノ辻２２ H23.3.24 19:36 52.1 バイク、自転車、エアコン室外機、作業音 ○

23 Ｂ 第一住居 曽我部町南条岩ヶ谷１－５７ H23.3.17 14:28 45.7 車、バイク、エアコン室外機、会話 ○

24 Ａ 一低住専 西つつじケ丘雲仙台２丁目４ H23.3.17 17:40 59.1 車、会話 ☓

25 Ａ 一低住専 篠町広田２丁目３１ H23.3.24 9:49 40.7 バイク、水が流れる音 ○

26 Ａ 二低住専 篠町野条馬場前 H23.3.24 21:22 44.0 川、エアコン室外機 ○

27 Ｂ 第一住居 篠町篠八幡裏 H23.3.24 8:28 53.3 車、バイク、会話 ○

28 Ａ 一低住専 篠町広田３丁目１１ H23.3.25 14:08 44.4 バイク、工事機械音、会話 ○

29 Ａ 二低住専 篠町森東垣内１－４２ H23.3.24 21:40 44.8 車、バイク ○

30 Ａ 一低住専 南つつじケ丘桜台２丁目６ H23.3.25 14:27 55.7 選挙カー、会話、パッカー車（作業） ☓

34 ― 調整区域 吉川町穴川堂ノ前８ H23.3.17 14:03 50.5 車（京都縦貫道の通行車輌含） ○

35 ― 調整区域 下矢田町東法楽寺５４－７５ H23.3.17 17:10 43.2 車、バイク、飛行機、会話、犬の鳴声 ○

36 Ｃ 近隣商業 篠町馬堀駅前１丁目 H23.3.24 19:54 56.2 車、バイク、自転車、飛行機、電車、会話、駅アナウンス ○

騒音レベル

Leq

8 Ｃ 工　　業 大井町並河３丁目１４－１５ H23.3.24 23:01 59.5 車、工場チャイム、工場機械音 ☓

9 Ｂ 第一住居 大井町並河２丁目２２－２６ H23.3.24 23:17 46.1 車、踏切、会話 ☓

12 Ｃ 商　　業 安町５ H23.3.24 0:40 33.3 車、バイク、飛行機、会話 ○

15 Ｂ 第一住居 紺屋町６－１ H23.3.24 0::56 42.1 車、バイク、工場機械音、サイレン ○

23 Ｂ 第一住居 曽我部町南条岩ヶ谷１－５７ H23.3.24 23:48 43.7 車、バイク、エアコン室外機、会話 ○

24 Ａ 一低住専 西つつじヶ丘雲仙台２丁目４ H23.3.24 1:20 29.6 車、会話 ○

27 Ｂ 第一住居 篠町篠八幡裏 H23.3.24 2:10 46.3 車、バイク、会話 ☓

（夜間）

（昼間）

測定地
点番号

地域の
類　型

環境基
準適否

用途地域 指定地点所在地 測定年月日 測定時間 主たる音源

測定時間 主たる音源
測定地
点番号

地域の
類型

用途地域 指定地点所在地

‐
6
7
‐

環境基
準適否

測定年月日



騒音レベル

Leq

31 Ｂ※ 準 住 居 千代川町千原２丁目２－６ H23.3.17 9:49 68.3 自動車 ☓

後背地 〃 H23.3.17 10:04 48.1 Ｒ９ ○

32 Ｃ※ 近隣商業 篠町野条馬場３０ H23.3.17 20:48 68.0 自動車 ☓

後背地 〃 H23.3.17 21:06 57.6 Ｒ９ ○

33 Ｃ※ 商　　業 安町野々神１１ H23.3.17 14:51 69.2 自動車 ☓

後背地 〃 H23.3.17 15:04 53.1 Ｒ９ ○

騒音レベル

Leq

31 Ｂ※ 準 住 居 千代川町千原２丁目２－６ H23.3.24 22:27 61.6 自動車 ☓

後背地 〃 H23.3.24 22:42 47.5 Ｒ９ ☓

32 Ｃ※ 近隣商業 篠町野条馬場３０ H23.3.24 1:41 63.3 自動車 ☓

後背地 〃 H23.3.24 1:53 56.9 Ｒ９ ☓

33 Ｃ※ 商　　業 安町野々神１１ H23.3.24 0:08 64.8 自動車 ☓

後背地 〃 H23.3.24 0:21 48.3 Ｒ９ ○

　夜間　22:00～翌6:00

　イ．自動車交通騒音

（昼間）

（夜間）

測定地
点番号

地域の
類　型

環境基
準適否

測定時間

※は道路に面する地域（自動車交通騒音測定結果）

‐
6
8
‐

　昼間　6:00～22:00

環境基
準適否

測定年月日 測定時間 主たる音源

主たる音源
測定地
点番号

地域の
類　型

用途地域 指定地点所在地

測定年月日用途地域 指定地点所在地
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環 境 基 準 等 

○ 大気汚染に係る環境基準 

物 質 環境基準（設定年月日等） 測 定 方 法 

二 酸 化 窒 素 

１時間値の１日平均値が 0.04 

ppm から 0.06 ppm までのゾーン

内、又は、それ以下であること。

（53.7.11告示） 

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾン

を用いる化学発光法。 

 

 

浮 遊 粒 子 状 物 質 

１時間値の１日平均値が0.10 ㎎

/㎥以下であり、かつ、１時間値

が 0.20 ㎎/㎥以下であること。

（48.5.8告示） 

濾過捕集による重量濃度測定方法又はこの方法

によって測定された重量濃度と直線的な関係を

有する量が得られる光散乱法、圧電天びん法、

若しくはベータ線吸収法。 

光化学オキシダント 

１時間値が0.06 ppm 以下である

こと。（48.5.8告示） 

 

 

中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光度若し

くは電量法、紫外線吸収法又はエチレンを用い

る化学発光法。 

 

二 酸 化 硫 黄 

１時間値の１日平均値が 0.04 

ppm以下であり、かつ、１時間値

が 0.1 ppm 以下であること。

（48.5.16告示） 

溶液導電率法又は紫外線蛍光法。 

 

 

 

一 酸 化 炭 素 

１時間値の１日平均値が 10 ppm

以下であり、かつ、１時間値の8

時間平均値が20 ppm 以下である

こと。(48.5.8告示) 

非分散型赤外分析計を用いる方法。 

 

 

 

備 考 

1 環境基準は、工業専用地域・車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用

しない。 

2 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が10μ ｍ以下のものをいう。 

3 二酸化窒素について、1時間値の1日平均値が0.04 ppmから0.06 ppmまでのゾーン内にある地域に

あっては、原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ること

とならないよう努めるものとする。 

4 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成

される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く）

をいう。 
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評 価 方 法 

 

（ア）二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質 

評
価
方
法 

短期的評価 
連続して、又は随時に行った測定結果について、測定を行った日、又は時間につい

て環境基準により評価を行う。 

長期的評価 

年間を通じて測定した1日平均値の高い方から２％の範囲にあるものを除外した値

について環境基準が維持されること。ただし、１日平均値について環境基準を超え

る日が２日以上連続しないこと。 

評 価 対 象 
１日平均値の評価にあっては、１時間値の欠測が１日（24時間）のうち４時間を超

える場合には評価対象としない。 

通     知 昭和48年環大企第143号環境庁大気保全局長通知。 

 

（イ）光化学オキシダント 

評 価 方 法 １時間値が0.06 ppm以下であること。 

評 価 対 象 6時から20時の昼間時間帯について評価を行う。 

通     知 昭和48年環大企第143号環境庁大気保全局長通知。 

 

（ウ）二酸化窒素 

評 価 方 法 
年間における１日平均値のうち、低い方から 98％に相当するものが 

0.06 ppm以下であること。 

評 価 対 象 年間における測定時間が6,000時間に満たない場合は評価対象としない。 

通     知 昭和53年環大企第262号環境庁大気保全局長通知。 
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○ 水質汚濁に係る環境基準 

１ 人の健康の保護に関する環境基準（昭和46年環境庁告示第59号） 

   

項      目 環 境 基 準 項      目 環 境 基 準 

カ ド ミ ウ ム 0.01㎎/ℓ 以下 1.1.1-トリクロロエタン 1㎎/ℓ 以下 

全 シ ア ン 検出されないこと 1.1.2-トリクロロエタン 0.006㎎/ℓ 以下 

鉛 0.01㎎/ℓ 以下 ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.03㎎/ℓ 以下 

六 価 ク ロ ム 0.05㎎/ℓ 以下 テトラクロロエチレン 0.01㎎/ℓ 以下 

砒 素 0.01㎎/ℓ 以下 1 . 3 -ジクロロプロペン 0.002㎎/ℓ 以下 

総 水 銀 0.0005㎎/ℓ 以下 チ ウ ラ ム 0.006㎎/ℓ 以下 

ア ル キ ル 水 銀 検出されないこと シ マ ジ ン 0.003㎎/ℓ 以下 

Ｐ Ｃ Ｂ 検出されないこと チ オ ベ ン カ ル ブ 0.02㎎/ℓ 以下 

ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.02㎎/ℓ 以下 ベ ン ゼ ン 0.01㎎/ℓ 以下 

四 塩 化 炭 素 0.002㎎/ℓ 以下 セ レ ン 0.01㎎/ℓ 以下 

1 . 2 - ジクロロエタン 0.004㎎/ℓ 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10㎎/ℓ 以下 

1 . 1 -ジクロロエチレン 0.02㎎/ℓ 以下 フ ッ 素 0.8㎎/ℓ 以下 

シス-1.2-ジクロロエチレン 0.04㎎/ℓ 以下 ホ ウ 素 1㎎/ℓ 以下 

備 考 

 1 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

 2 「検出されないこと」とは、環境大臣が定める測定方法により測定した場合において、その結果が当該方法

の定量限界を下回ること。 

 3 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格43.2.1、43.2.3又は43.2.5により測定された硝酸イオンの濃

度に換算係数0.2259を乗じたものと規格43.1により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を

乗じたものの和とする。 
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２ 生活環境の保全に関する環境基準（昭和46年環境庁告示第59号） 

  生活環境の保全に関する項目、いわゆる生活環境項目は、各公共用水域につき、水域類型ごとに適用される。 

  河 川（湖沼を除く。） 

項 

目 

類 

型 

利用目的の

適 応 性 

基     準     値 

水素イオン濃

度 

（ｐＨ） 

生物化学的酸

素要求量 

（ＢＯＤ） 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 
大腸菌群数 

ＡＡ 

水道１級、自

然環境保全及

びＡ以下の欄

に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
１㎎/ℓ 以下 25㎎/ℓ 以下 7.5㎎/ℓ 以上 

50MPN/100mℓ 

以下 

Ａ 

水道２級、水

産１級、水浴

及びＢ以下の

欄に掲げるも

の 

6.5 以上 

8.5 以下 
2㎎/ℓ 以下 25㎎/ℓ 以下 7.5㎎/ℓ 以上 

1,000 

MPN/100mℓ 

以下 

Ｂ 

水道３級、水

産２級、及び

Ｃ以下の欄に

掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
3㎎/ℓ 以下 25㎎/ℓ 以下 5㎎/ℓ 以上 

5,000 

MPN/100mℓ 

以下 

Ｃ 

水道３級、工

業用水１級及

びＤ以下の欄

に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
5㎎/ℓ 以下 50㎎/ℓ 以下 ５㎎/ℓ 以上 ― 

Ｄ 

工業用水２

級、農業用水

及びＥの欄に

掲げるもの 

6.0 以上 

8.5 以下 
8㎎/ℓ 以下 100㎎/ℓ 以下 ２㎎/ℓ 以上 ― 

Ｅ 
工業用水３級

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 
10㎎/ℓ 以下 

ごみ等の浮遊

が認められな

いこと 

2㎎/ℓ 以上 ― 

備 考 

 1 基準値は、日間平均とする。 

 2 農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量5㎎／ℓ以上とする。 
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※ １ 自然環境保全 ： 自然探勝等の環境保全 

  ２ 水道1級   ： ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

    水道2級   ： 沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

    水道3級   ： 前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

  ３ 水産1級   ： ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産3級の水産生

物用 

    水産2級   ： サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産3級の水産生物用 

    水産3級   ： コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 

  ４ 工業用水1級 ： 沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

    工業用水2級 ： 薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

    工業用水3級 ： 特殊の浄水操作を行うもの 

  ５ 環境保全   ： 国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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○ 騒音に係る環境基準 

 

適用地域 … 亀岡市の区域のうち、都市計画法（昭和43年法律第100号）第8条第1項第1号に掲げる用途地

域（工業専用地域を除く）として定められた区域。 

 

一般地域 

地域の類型 
基  準  値 

昼間（6時から22時） 夜間（22時から6時） 

A及びB 55dB 以下 45dB 以下 

C 60dB 以下 50dB 以下 

 

道路に面する地域 

地  域  の  区  分 
基  準  値 

昼 間 
（6時から22時） 

夜 間 
（22時から6時） 

A地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域 60dB以下 55dB以下 

B地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域及
びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 

65dB以下 60dB以下 

幹線交通を担う道路に近接する空間 70dB以下 65dB以下 

 （注）幹線道路を担う道路に近接する空間とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び4車線以上の車

線を有する市町村道並びに自動車専用道路に面する地域のうち、2車線以下の車線を有する道路にあっ

ては、道路端から15ｍ、2車線を超える車線を有する道路にあっては、道路端から20ｍまでの範囲をい

う。 

 

地域の類型 

地域の類型 該  当  地  域 

A 
第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域及
び第2種中高層住居専用地域 

B 第1種住居地域、第2種住居地域及び準住居地域 

C 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 
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・騒音規制法に基づく規制規準等 

 

規制地域 … 亀岡市の区域のうち、都市計画法（昭和43年法律第100号）第8条第1項第1号に掲げる用途地

域（工業専用地域を除く）として定められた区域。 

 

特定工場等において発生する騒音の規制規準 

時間帯 第1種区域 第2種区域 第3種区域 第4種区域 

昼 間 午前8時～午後6時 45dB 50dB 65dB 70dB 

朝 ･ 夕 
午前6時～午前8時 

40dB 45dB 55dB 60dB 
午後6時～午後10時 

夜 間 午後10時～午前6時 40dB 40dB 50dB 55dB 

（注） １）区域の区分は以下のとおり 

第1種区域：第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域 

第2種区域：第1種中高層住居専用地域、第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2

種住居地域、準住居地域 

第3種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域 

第4種区域：工業地域 

（注） ２）第2種区域、第3種区域及び第4種区域の区域内に所在する学校、保育所、病院及び診療所の

うち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館並びに特別養護老人ホームの敷地の周

囲50メートルの区域内における規制規準は、当該各欄に定める当該値から5dBを減じた値（第

2種区域にあっては夜間を除く。）。 

 

特定建設作業に伴って発生する騒音の規制規準 

作 業 の 種 類 
騒音の

大きさ 

作業のできない時間 1日あたりの作業時間 同一場所

における

作業時間 

日曜休日

における

作  業 1号区域 2号区域 1号区域 2号区域 

くい打機を使用する作業 

85dB 

午後 
7時 

～ 

翌日 
午前 
7時 

午後 
10時 

～ 

翌日 
午前 
6時 

10時間 14時間 
連続 
6日 

禁止 

くい抜機を使用する作業 

くい打くい抜機を使用する作業 

びょう打機を使用する作業 

削 岩 機 を 使 用 す る 作 業 

空気圧縮機を使用する作業 

コンクリートプラントを設けて行う作業  

アスファルトプラントを設けて行う作業  

バックホウを使用する作業 

トラクターショベルを使用する作業  

ブルドーザーを使用する作業 

 



-  - 76 

（注） １ 第1号区域とは、規制地域のうち、第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1

種中高層住居専用地域、第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地域、準住

居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域並びにこれらの地域以外の規制地域のうち、

学校、保育所、病院、診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの。図書館及び特

別養護老人ホームの敷地の周囲80メートルの区域内をいい、2号区域とは、規制地域のうち第

1号区域以外の区域をいう。 

  ２ 環境大臣が指定するバックホウ、トラクターショベル及びブルドーザーを使用する作業を除く。 

  ３ 当該作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。 

 

自動車騒音に係る要請限度 

区 域 の 区 分 
基  準  値 

昼 間 
（6時から22時） 

夜 間 
（22時から6時） 

ａ区域及びｂ区域のうち1車線を有する道路に面する区域 65dB 以下 55dB 以下 

ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 70dB 以下 65dB 以下 

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 

及びｃ区域のうち車線を有する道路に面する区域 
75dB 以下 70dB 以下 

幹線交通を担う道路に近接する区域 75dB 以下 70dB 以下 

（注）幹線道路を担う道路に近接する区域とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び４車線以上の

車線を有する市町村道並びに自動車専用道路に面する地域のうち、２車線以下の車線を有する道路にあ

っては、道路端から15ｍ、２車線を超える車線を有する道路にあっては、道路端から20ｍまでの範囲

をいう。 

 

区域の区分 

区域の区分 該  当  地  域 

a 
第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域及び第2
種中高層住居専用地域 

b 第1種住居地域、第2種住居地域及び準住居地域 

c 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 
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・京都府環境を守り育てる条例に基づく夜間営業等の騒音の制限 
 

規制地域 …  亀岡市の区域のうち、都市計画法（昭和43年法律第100号）第8条第1項第1号に掲げる用途

地域（工業専用地域を除く）として定められた区域。 
 

飲食店営業等及び作業の騒音の制限に係る音量規準（午後10時～翌日午前6時） 

項 目 第1種区域 第2種区域 第3種区域 

飲食店営業 
喫茶店営業 
専らカラオケ装置を使用させて営む営業 

40dB 50dB 55dB 

資材及び土砂その他これらに類するものを屋外で常時
保管する場所においてクレーン・バックホウ等の機械を
使用して行う作業 

40dB 50dB  

（注） １）区域の区分は以下のとおり 

第1種区域：第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域、

第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地域及

び知事が告示で指定する区域 

第2種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び知事が告示で指定する区域 

第3種区域：工業地域及び知事が告示で指定する区域 

２）第1種区域で飲食店営業等を営むものは、午後11時～翌日午前6時までの間、カラオケ装置、

音響再生装置、拡声装置を使用してはならない。ただし、音が外部に漏れない構造の店には、

この使用制限は適用しない。 

３）測定場所は敷地境界線上とする。敷地境界線上での測定が適当でない場合は敷地境界線以遠の

適切な地点において測定するものとする。 

 

・京都府環境を守り育てる条例に基づく商業宣伝を目的とした拡声機の使用の制限 
 

時 間 帯 第1種区域 第2種区域 第3種区域 第4種区域 

午前8時～午後6時 55dB 60dB 75dB 80dB 

午後6時～午後8時 50dB 55dB 65dB 70dB 

※ １）区域の区分は以下のとおり 

    第1種区域：第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域 

    第2種区域：第1種中高層住居専用地域、第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地

域、準住居地域、用途地域として定められていない区域 

    第3種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域 

    第4種区域：工業地域、工業専用地域 

  ２）測定場所は、拡声機の直下の地点から10mの地点とする。 

  ３）遵守事項 

    ⅰ）午後8時から翌日の午前8時までの間においては、拡声機を使用しないこと（飲食物の販売を目的

とする移動式の店舗により移動して一時的に拡声機を使用する場合であって、周辺の人の健康又は

生活環境に係る被害を生じるおそれがないときを除く。）。 

    ⅱ）幅員4m未満の道路においては、拡声機を使用しないこと。 

    ⅲ）地上10m以上の位置で拡声機を使用しないこと。 

    ⅳ）同一場所において拡声機を使用する場合は、毎時15分以上の休止時間をおくこと。 

    ⅴ）50m以内の距離で同一の営業者が2以上の拡声機により内容を異にする放送を同時に行わないこと。 
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○ 振動規制法に基づく規制基準等 
 

規制地域 …  亀岡市の区域のうち、都市計画法（昭和43年法律第100号）第8条第1項第1号に掲げる用途

地域（工業専用地域を除く）として定められた区域。 

 

特定工場等において発生する振動の規制規準 

時間帯 第1種区域 第2種区域 

昼間 午前8時～午後7時 60dB 65dB 

夜間 午後7時～午前8時 55dB 60dB 

（注） １）区域の区分は以下のとおり。 

第1種区域：第1種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域、

第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地域。 

第2種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域。 

２）学校、保育所、病院及び診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館並び

に特別養護老人ホームの敷地の周囲 50m の区域内における規制規準は、当該各欄に定める当

該値から5dBを減じた値（第1種区域の夜間を除く。）。 

 

特定建設作業に伴って発生する振動の規制規準 

作業の種類 
振動の 

大きさ 

作業のできない時間 1日あたりの作業時間 同一場所 
における 
作業時間 

日曜休日 
における 
作業 1号区域 2号区域 1号区域 2号区域 

くい打機を使用する作業 

75dB 

午後7時 

～ 

翌日 

午前7時 

午後10時 

～ 

翌日 

午前6時 

10時間 14時間 
連続 

6日 
禁止 

くい抜機を使用する作業  

くい打くい抜機を使用する作業  

鋼球を使用して破壊する作業  

舗装版破砕機を使用する作業  

ブレーカーを使用する作業  

※ １）区域の区分は以下のとおり。 

    第1号区域：規制地域のうち、第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居

専用地域、第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地域、

近隣商業地域、商業地域及び準工業地域並びにこれらの地域以外の地域のうち、学校、保

育所、病院、診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館及び特別養

護老人ホームの敷地の周囲80mの区域内。 

    第2号区域：規制地域のうち、第1号区域以外の区域。 

  ２）当該作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。 

 

道路交通振動に係る要請限度 

時間帯 第1種区域 第2種区域 

昼間 午前8時～午後7時 65dB 70dB 

夜間 午後7時～午前8時 60dB 65dB 

※ １）区域の区分は以下のとおり。 

    第1種区域：第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域、第2種

中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地域。 

    第2種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域。
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○ 悪臭防止法に基づく規制基準 
規制地域 … 亀岡市の区域のうち、都市計画法（昭和43年法律代100号）第7条第2項に規定する市街化 

       区域 

① 敷地境界における規制基準                      単位：ｐｐｍ 

特定悪臭物質の種類 
許  容  限  度 

Ａ  地  域 Ｂ  地  域 

ア ン モ ニ ア 1 5 

メ チ ル メ ル カ プ タ ン 0.002 0.01 

硫 化 水 素 0.02 0.2 

硫 化 メ チ ル 0.01 0.2 

二 硫 化 メ チ ル 0.009 0.1 

ト リ メ チ ル ア ミ ン 0.005 0.07 

ア セ ト ア ル デ ヒ ト 0.05 0.5 

プロピオンアルデヒド 0.05 0.5 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.08 

イソブチルアルデヒド 0.02 0.2 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.05 

イソバレルアルデヒド 0.003 0.01 

イ ソ ブ タ ノ ー ル 0.9 20 

酢 酸 エ チ ル 3 20 

メチルイソブチルケトン 1 6 

ト ル エ ン 10 60 

ス チ レ ン 0.4 2 

キ シ レ ン 1 5 

プ ロ ピ オ ン 酸 0.03 0.2 

ノ ル マ ル 酪 酸 0.001 0.006 

ノ ル マ ル 吉 草 酸 0.0009 0.004 

イ ソ 吉 草 酸 0.001 0.01 

 

備考 １ Ａ地域とは、規制地域のうちＢ地域以外の区域をいう。 

２ Ｂ地域とは、規制地域のうち農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第６

条の規定により農業振興地域として指定された地域及び国土利用計画法（昭和４９年法律第９２

号）第９条の規定により森林地域として定められた地域（都市計画法第７条第２項に規定する市

街化区域にあるものを除く。）をいう。 

 

② 排出口における規制基準 

①の規制基準の値を基礎として悪臭防止法施行規則第３条に規定する方法により算出して得た流量 

 

③ 排出水に係る規制基準 

①の規制基準の値を基礎として悪臭防止法施行規則第４条に規定する方法により算出して得た濃度 
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○ ダイオキシン類による大気汚染、水質汚濁及び土壌汚染に係る環境基準 

 

媒  体 基 準 値 

大    気 0.6pg－TEQ/m3以下 

水    質 1pg－TEQ/ℓ3以下 

水 底 の 底 質 150pg－TEQ/g以下 

土    壌 1,000pg－TEQ/g以下 

（注） １）大気の汚染に係る環境規準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域

又は場所については、適用しない。 

２）水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域および地下水について

適用する。 

３）水底の底質の汚染に係る環境規準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 

４）土壌の汚染に係る環境規準は、廃棄物の埋立地その他の場所であって、外部から適切に区別さ

れている施設に係る土壌については適用しない。 

５）基準値は、2,3,7,8－四塩化ジベンゾーパラージオキシンの毒性に換算した値とする。 

６）大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

７）土壌にあっては、環境規準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が250pg

－TEQ/g以上の場合には、必要な調査を実施することとする。 

 

 

○ 廃棄物焼却炉におけるダイオキシン類の大気排出基準 
 

（単位：ng－TEQ／m3） 

特 定 施 設 の 種 類 新設施設 

既存施設 

12.1.15 
～ 

13.1.14 

13.1.15 
～ 

14.11.30 

 
14.12.1～ 

 

廃棄物 

焼却炉 

焼 却 

能 力 

4,000kg/時間～ 0.1 

基準の適用 

を 猶 予 
80 

1 

2,000～4,000kg/時間 1 5 

～2,000kg/時間 5 10 

 



-  - 81 

 

＜参 考＞ 

 ダイオキシン類対策特別 

措置法による規制 
現行法による規制及び行政措置 

Ｔ Ｄ Ｉ 政府はＴＤＩを4 ﾋﾟｺｸﾞﾗﾑ以下とし、政令

で定める。 

厚生労働省は、当面のＴＤＩを10 ﾋﾟｺｸﾞﾗ

ﾑ、環境庁は、健康リスク評価指針値として

5ﾋﾟｺｸﾞﾗﾑに設定。 

環 境 基 準 国は、大気、水質、土壌のそれぞれについ

て環境基準を新たに設置する。 

 環境基準は未設定。（参考:環境庁は大気に

ついて大気環境指針(0.8ﾋﾟｺｸﾞﾗﾑ/㎥)を設定

している） 

排 出 規 制 

な ど 

国は、排出ガス、排出水について排出基準

を設定する。 

 都道府県知事は、上乗せ排出基準を設定で

きる。 

 大気の環境基準を守れない地域には総量

規制を実施する。 

 大気汚染防止法に基づき、指定物質排出施

設及び指定物質抑制基準を設定（附則9項） 

 廃棄物処理法に基づき、廃棄物焼却施設の

構造基準及び維持管理基準を強化（以上9年

12月から施行） 

罰 則  排出基準違反等に対し罰則を適用  

 

① 耐容一日摂取量（ＴＤＩ）の設定 

人がダイオキシン類を生涯にわたって摂取しても健康に影響が出ない安全基準（耐容一日摂取量＝ＴＤＩ）

を体重１キログラム当たり４ピコグラム（１ピコグラムは１兆分の１）以下で政令で定める値とする。 

なお、平成１１年６月２５日のダイオキシン対策関係閣僚会議において、ＴＤＩは４ピコグラムとすること

が決定されている。 

 

１ ダイオキシン類の単位について 

  単 位  ng―ＴＥＱ／Ｎ㎥ 

  読み方  ナノグラム・ティーイーキュー・パー・ノルマル・リユーベー 

  単位の説明 ダイオキシン類それぞれの同族体の毒性を、もっとも毒性の強いＴＣＤＤ 

（２・３・７・８ダイオキシン）に換算した値 

 

参考 

・ ng（ナノグラム）  ：十億分の一グラム 

・ ＴＥＱ（ティーイーキュー） ：毒性等量 

・ Ｎ㎥（ノルマル・リューベー） ：摂氏０度、１気圧の状態に換算した体積 



 

 

 

 

 

 

 

関係条例等 
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亀岡市環境基本条例 

 

平成 12 年 3 月 30 日 

条例第 8 号 

目 次 

前 文 

第 1 章 総則(第 1 条－第 6 条) 

第 2 章 環境の保全及び創造に関する施策の基本方針(第 7 条－第 10 条) 

第 3 章 環境の保全及び創造に関する基本的な施策(第 11 条－第 21 条) 

第 4 章 補則(第 22 条) 

附則 

20 世紀における産業の発展と科学文明の進歩は、限りある資源を大量に消費、

廃棄していくという社会をもたらし、生活の営みそのものが環境への負荷を高

めることとなり、人類生存の基盤である地球環境にも重大な影響を及ぼしてい

る。 

亀岡市民は、まちの中心部を貫流する桂川と、市域をふち取る山々に代表さ

れる豊富な水と緑に恵まれた自然環境のもと、たゆまぬ努力と情熱により歴史

的文化的遺産を築き、実り豊かな大地を生かしながら心豊かで文化の香り高い

生活を営んできたが、都市化の進展や生活様式の変化等に伴って、私たちの身

近な環境にも様々な影響が現れている。 

良好な環境は、地球上のすべての生物にとって掛け替えのないものであり、

良好な環境を享受することは、市民の基本的な権利であるとともに、それを保

持し、将来の世代に引き継ぐことは私たち市民に与えられた大きな使命である。 

ここに私たち亀岡市民は、豊かな自然と恵まれた生活環境のもとで、「生涯

にわたって健康で文化的な生活を営み、生きる喜びと明るく豊かなまちに住む

喜びを持つことのできる」まちづくりをめざすため、市民の総意として、この

条例を制定する。 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、快適な環境の保全と創造について基本理念を定め、市、

事業者及び市民の責務を明らかにするとともに、快適な環境の保全及び創造に

関する施策の基本となる事項を定めることにより、その施策を総合的かつ計画

的に推進し、現在及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与すること

を目的とする。 
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(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の

保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

(2) 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の

進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な

部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢

献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。 

(3) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って

生ずる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化

することを含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下(鉱物の掘採のた

めの土地の掘削によるものを除く。)及び悪臭によって、人の健康又は生活

環境(人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある

動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。)に係る被害が生ずることをい

う。 

(基本理念) 

第 3 条 環境の保全及び創造は、健全で恵み豊かな環境がすべての市民の健康

で文化的な生活に欠くことのできないものであることを考慮し、これを将来に

わたって維持又は向上させ、かつ、現在及び将来の市民がこの恵沢を享受する

ことができるよう積極的に推進しなければならない。 

2 環境の保全及び創造は、環境への負荷が少なく、持続的に発展することがで

きる社会の構築を目的として、すべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ

積極的に取り組まなければならない。 

3 地球環境保全が人類共通の課題であるとともに市民の健康で文化的な生活

を将来にわたって確保する上で極めて重要であることから、すべての者は、こ

れを自らの問題としてとらえ、快適な環境の保全及び創造に積極的に貢献しな

ければならない。 

(市の責務) 

第 4 条 市は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、

自然的社会的条件に応じた基本的かつ総合的な施策を策定し、実施しなければ

ならない。 

(事業者の責務) 
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第 5 条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、

これに伴って生ずる公害を防止し、及び廃棄物を適正に処理し、並びに自然環

境の適正な保全を図らなければならない。 

2 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、製品そ

の他の物が使用され、又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資する

よう努めるとともに、その事業活動において、再生資源その他の環境への負荷

の低減に資する原材料、役務等を利用するよう努めなければならない。 

3 前 2 項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動

に関し、環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全

及び創造に関する施策に積極的に協力しなければならない。 

(市民の責務) 

第 6 条 市民は、基本理念にのっとり、その日常生活に伴う環境への負荷の低

減に努めなければならない。 

2 前項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創

造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に積

極的に協力しなければならない。 

第 2 章 環境の保全及び創造に関する施策の基本方針 

(施策の基本方針) 

第 7 条 市は、基本理念にのっとり、次に掲げる基本方針に基づく環境の保全

及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するものとする。 

(1) 人の健康が保護され、生活環境及び自然環境が適正に保全されるよう大

気、水、土壌その他の環境の自然的構成要素を良好な状態に保持する。 

(2) 生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確

保を図るとともに、地域の特性に応じて、森林、農地、水辺地等における多

様な自然環境を体系的に保全することにより、人と自然とが共生できる良好

な環境を確保する。 

(3) 歴史的文化的遺産を保存し、活用を図るとともに、地域の個性を生かし

た美しい景観を形成することにより、潤いと安らぎを感じる快適な都市環境

を創造する。 

(環境基本計画) 

第 8 条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため、環境の保全及び創造に関する基本的な計画(以下「環境基本計画」

という。)を策定するものとする。 
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2 環境基本計画は、地域の自然的社会的特性を考慮して、次の各号に掲げる事

項について定めるものとする。 

(1) 環境の保全及び創造に関する目標 

(2) 環境の保全及び創造に関する施策の大綱 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する必要な事項 

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ亀岡市環境審議会

条例(昭和 46 年亀岡市条例第 22 号)に基づく、亀岡市環境審議会の意見を聴か

なければならない。 

4 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表しなければなら

ない。 

5 前 2 項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

(環境基本計画との整合) 

第 9 条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施する

に当たっては、環境基本計画との整合を図るものとする。 

(環境白書) 

第 10 条 市長は、市民に環境の状況、環境の保全及び創造に関する施策の実施

状況等を明らかにした亀岡市環境白書を作成し、これを公表するものとする。 

第 3 章 環境の保全及び創造に関する基本的な施策 

(環境影響評価に係る措置) 

第 11 条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を実施する事業者

が、その事業の実施に伴う環境への影響について、あらかじめ調査予測及び評

価を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正な配慮

を行うようにするため、必要な措置を講ずるものとする。 

2 市長は、環境の保全及び創造を図るため、必要があると認めるときは前項の

事業者に対して必要な指導又は助言を行うものとする。 

(規制等の措置) 

第 12 条  市は、環境の保全及び創造を図るため、必要があると認めるときは、

必要な規制等の措置を講ずるように努めるものとする。 

(環境教育及び環境学習の振興等) 

第 13 条 市は、市民等が環境の保全及び創造について関心と理解を深めるとと

もに活動を行う意欲を増進するよう、環境教育及び環境学習の振興並びに広報

活動の充実に関し、施設の整備及び充実その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

(自発的な活動の促進) 

javascript:void%20fnHonLink%281585%2C%27k1080505041409301.html%27%2C%27TOP%27%29
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第 14 条 市は、市民等が自発的に行う環境の保全及び創造に関する活動を促進

するため、必要な措置を講ずるものとする。 

(情報の提供) 

第 15 条 市は、市民等の環境の保全及び創造に関する活動の促進に資するため、

個人及び法人の権利利益の保護に配慮しつつ、環境の保全及び創造に関する情

報を適切に提供するよう努めるものとする。 

(市民等の意見の反映) 

第 16 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策に、市民等の意見を反映する

ことができるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

(市民等との推進体制の整備) 

第 17 条 市は、環境の保全及び創造に関する活動を市民等とともに推進するた

めの体制の整備に努めるものとする。 

(施策の推進体制の整備) 

第 18 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的に調整し、及び推進

するための体制を整備するものとする。 

(財政上の措置) 

第 19 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するため、必要な財政

上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

(国及び他の地方公共団体との協力) 

第 20 条 市は、広域的な取組を必要とする環境の保全及び創造に関する施策に

ついては、国及び他の地方公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。 

(地球環境保全の推進) 

第 21 条 市は、地球の温暖化の防止、オゾン層の保護等の地球環境保全に資す

る施策の推進に努めるものとする。 

第 4 章 補則 

(委任) 

第 22 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 
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亀岡市環境審議会条例 

 

昭和 46 年 7 月 10 日 

条例第 22 号 

(平 6 条例 19・題名 改称 ) 

(設置) 

第 1 条 この条例は、本市の環境の保全に関する基本的事項を調査、審議する

ため、亀岡市環境審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(昭 60 条 例 16・平 6 条例 19・一 部改正 ) 

(組織) 

第 2 条 審議会は、委員若干人をもって組織する。 

2 委員は、専門の学識経験を有する者、市議会議員その他から市長が委嘱す

る。 

(任期) 

第 3 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 委員に欠員が生じた場合における、補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

(会長) 

第 4 条 審議会に会長を置き、会長は、委員の互選によってこれを定める。 

2 会長は、会務を総理する。 

3 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を

代理する。 

(会議) 

第 5 条 審議会は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

(部会) 

第 6 条 審議会に専門の事項を調査審議するため、必要があるときは、部会を

置くことができる。 

2 部会に属する委員は、会長が指名する。 

3 部会に部会長を置き、会長の指名する委員をもって充てる。 

4 部会長は、部会の事務を掌理する。 

5 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員が、その職

務を代理する。 
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(委員以外の出席者) 

第 7 条 審議会又は部会が必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求め意

見又は説明を聴くことができる。 

(幹事) 

第 8 条 審議会に幹事若干人を置く。 

2 幹事は、市職員の中から市長が任命する。 

3 幹事は、会長の命を受けて審議会の所掌について委員を補佐する。 

(平 18 条 例 35・ 一部改 正 ) 

(庶務) 

第 9 条 審議会の庶務は、環境市民部において処理する。 

(昭 48 条 例 20・昭 58 条例 23・昭 62 条 例 15・平 12 条例 1・ 一部改 正 ) 

(委任) 

第 10 条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

別に市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 48 年条例第 20 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例の施行期日は、別に市長が定める。 

(昭和 48 年規則 第 3 号 で昭和 48 年 4 月 11 日から 施行 ) 

附 則(昭和 58 年条例第 23 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 60 年条例第 16 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和 62 年条例第 15 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 6 年条例第 19 号) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 この条例の施行の際、現に改正前の亀岡市公害対策審議会条例の規定によ

り委嘱又は任命された亀岡市公害対策審議会委員及び幹事については、改正

後の亀岡市環境審議会条例の規定により委嘱又は任命された亀岡市環境審

議会委員及び幹事とみなす。 

 

 



 - 89 - 

附 則(平成 12 年条例第 1 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 18 年条例第 35 号) 

この条例は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。(設置) 
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亀岡市環境美化条例 

 

平成 17 年 3 月 29 日 

条例第 8 号 

(目的) 

第 1 条 この条例は、本市の環境美化について必要な事項を定め、市、事業者

及び市民等が一体となって、空き缶等及び吸い殻等の散乱を防止することによ

り、地域環境の美化を図り、清潔で快適なまちづくりに寄与することを目的と

する。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 空き缶等 飲食料を収納し、又は収納していた空き缶、空き瓶、プラス

チック容器その他の容器をいう。 

(2) 吸い殻等 たばこの吸い殻、チューインガムのかみかす、紙くず、ビニ

ールその他これらに類する物をいう。 

(3) 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、若しくは滞在し、又は市内を

通過する者をいう。 

(4) 事業者等 市内において事業活動を行う者又は市内で活動する団体をい

う。 

(5) 所有者等 市内において、土地又は建物を所有し、占有し、又は管理す

る者をいう。 

(6) 公共の場所 公園、道路、河川、広場、その他これらに類する場所をい

う。 

(7) 空き地 宅地化された土地又は住宅地に隣接する土地で、所有者、占有

者又は管理者が使用していないものをいう。 

(市の責務) 

第 3 条 市は、この条例の目的を達成するため、必要な施策を総合的に実施し

なければならない。 

2 市は、前項の施策実施について、市民等、事業者等、所有者等及び関係行政

機関に対して協力を要請することができる。 

(市民等の責務) 

第 4 条 市民等は、この条例の目的を達成するため、市が実施する施策に協力

しなければならない。 
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2 市民等は、自宅及びその周辺の清掃及び家庭の外で自ら生じさせた空き缶等

及び吸い殻等を持ち帰るなど環境美化活動に努めなければならない。 

(事業者等の責務) 

第 5 条 事業者等は、この条例の目的を達成するため、市が実施する施策に協

力しなければならない。 

2 事業者等は、当該事業所及びその周辺並びに事業活動を行う地域において、

環境美化活動に努めなければならない。 

(所有者等の責務) 

第 6 条 所有者等は、この条例の目的を達成するため、市が実施する施策に協

力しなければならない。 

2 所有者等は、その所有し、占有し、又は管理する土地及び建物において、環

境美化のため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

(投棄の禁止等) 

第 7 条 何人も、みだりに空き缶等及び吸い殻等を公共の場所及び他人が所有

し、占有し、又は管理する場所に捨ててはならない。 

(飼い犬等のふんの放置の禁止) 

第 8 条 犬、猫その他の愛がん動物(以下「飼い犬等」という。)の所有者又は

管理者は、当該飼い犬等が公共の場所及び他人が所有し、占有し、又は管理す

る場所においてふんを排せつした場合には、当該ふんを適切に処理しなければ

ならない。 

(空き地の管理) 

第 9 条 都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)に定める市街化区域及び市長が特

に必要と認めた区域における空き地の所有者等は、繁茂する雑草、枯れ草その

他かん木類又は投棄された廃棄物等を放置して周辺の生活環境を損なうこと

のないよう、常に空き地を適切に管理しなければならない。 

(美化推進重点地域の指定等) 

第 10 条 市長は、空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止並びに空き地の管理等が

特に必要であると認められる地域を美化推進重点地域として別に指定するこ

とができる。 

2 市長は、前項に基づき美化重点地域を指定し、変更し又は解除したときは、

これを告示しなければならない。 

(指導又は勧告) 

第 11 条 市長は、第 7 条から第 9 条までの規定に違反した者に対し、必要な指

導又は勧告をすることができる。 

(措置命令) 
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第 12 条 市長は、正当な理由なく前条の規定に従わない者に対し、履行期限を

定めて、必要な措置を命ずることができる。 

(代執行) 

第 13 条 市長は、前条の規定による命令を受けた空き地の所有者等が命ぜられ

た措置を履行しない場合には、行政代執行法(昭和 23 年法律第 43 号)の定める

ところにより、自ら空き地の所有者等が行うべきことを行い、又は第三者をし

てこれを行わせ、その費用を空き地の所有者等から徴収することができる。 

(公表) 

第 14 条 市長は、第 12 条の規定による命令を受けた者が正当な理由がなくそ

の命令に従わないときは、その旨を公表することができる。 

(委任) 

第 15 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 17 年 4 月 1 日から施行し、第 12 条、第 13 条及び第 14 条

の規定は、平成 17 年 7 月 1 日から適用する。 
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亀岡市循環型社会推進条例  

 

平成 13 年 3 月 30 日 

条例第 13 号 

 

亀岡市廃棄物の処理及び清掃に関する条例(昭和 47 年亀岡市条例第 29 号)の

全部を改正する。 

(目的) 

第 1 条 この条例は、循環型社会の形成に向け、本市における廃棄物の分別排

出の徹底、循環による資源の有効な再生利用を推進することにより、廃棄物の

減量化及び適正処理を促進し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、も

って市民の健康で快適な生活を確保することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

(昭和 45 年法律第 137 号。以下「法」という。)、循環型社会形成推進基本法(平

成 12 年法律第 110 号)及び浄化槽法(昭和 58 年法律第 43 号)の例による。 

(市の責務) 

第 3 条 市は、あらゆる施策を通じて、循環型社会の形成に向け、廃棄物の減

量化を推進し、その適正な処理を図るとともに、生活環境の保全及び公衆衛生

の向上に努めなければならない。 

2 市は、前項の施策の実施に当たっては、市民及び事業者の意識の啓発を図る

とともに、その参加及び協力を推進し、それらの自主的活動を支援するよう努

めなければならない。 

(事業者の責務) 

第 4 条 事業者は、その事業活動により生じた廃棄物を、自らの責任において

適正に処理しなければならない。 

2 事業者は、廃棄物の排出の抑制、再生利用の促進等により、廃棄物の減量に

努めなければならない。 

3 事業者は、循環型社会の形成を図るため、廃棄物の減量化及びその適正な処

理について、市が実施する施策に協力し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上

に努めなければならない。 

(市民の責務) 

第 5 条 市民は、廃棄物の分別排出の徹底及び再生利用の促進により、廃棄物

の減量及びその適正な処理に努めなければならない。 
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2 市民は、循環型社会の形成を図るため、廃棄物の減量化及びその適正な処理

に関する市の施策に協力し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に努めなけれ

ばならない。 

(相互協力) 

第 6 条 市、事業者及び市民は、廃棄物の分別排出及び適正処理の推進に当た

っては、相互に協力しなければならない。 

(亀岡市循環型社会推進審議会) 

第 7 条 市における循環型社会推進のための一般廃棄物の減量化、循環資源化

及び適正処理等に関する事項について審議するため、法第 5 条の 2 第 1 項の規

定に基づき、亀岡市循環型社会推進審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は、委員 20 人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者のうちから

市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市民の代表者 

(3) 事業者の代表者 

(4) その他市長が適当と認める者 

3 委員の任期は、2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合にお

ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

4 審議会の庶務は、環境市民部において処理する。 

5 前各項に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、規則で定

める。 

(市の廃棄物の減量化) 

第 8 条 市は、環境負荷の低減を図るため、環境型社会の形成に向けた廃棄物

の減量化、循環的な利用及び適正処理に必要な事業の実施に努めなければなら

ない。 

2 市は、前項の事業の実施に当たっては、職員の資質の向上、施設の整備及び

作業方法の改善を図る等その能率的な運営に努めなければならない。 

3 市は、事業者及び市民の意識の啓発及び自主的活動を支援するため、必要な

情報の収集、提供を行う等必要な措置を講じなければならない。 

(事業者の廃棄物の減量化) 

第 9 条 事業者は、物の製造、加工、販売等その事業活動に伴って生じる廃棄

物について、次の各号に掲げる方策を積極的に講ずることにより、環境負荷の

低減を図るため、その排出抑制及び減量化に努めなければならない。 

(1) 再生利用又は長期間使用することが可能な容器、製品の利用、開発及び

普及 
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(2) 容器、包装等の簡素化、再生利用による廃棄物の発生の抑制 

(3) 廃棄物のうち再生利用が可能な物の分別の徹底 

(4) 再生資源及び再生品の積極的な利用 

(5) 使用後の容器等の回収体制及び製品の修理体制の整備並びにこれらに係

る情報提供 

(市民の廃棄物の減量化) 

第 10 条 市民は、地域団体等が自主的に行う再生資源の集団回収等の活動への

積極的な参加及び協力、再生利用が可能な物の分別等を行うことにより、廃棄

物の減量化に努めなければならない。 

2 市民は、環境負荷の低減を図るため、物品の長期使用、再生品又は再生利用

が可能な物の使用等により、廃棄物の発生の抑制に努めなければならない。 

(公共の場所の清潔の保持) 

第 11 条 何人も、公園、広場、道路、河川その他公共の場所を汚さないように

しなければならない。 

2 前項に規定する場所の管理者は、当該管理する場所の清潔を保持し、みだり

に廃棄物が捨てられることのないよう適正に管理しなければならない。 

(土地等の管理) 

第 12 条 土地又は建物の占有者(占有者がいない場合は、管理者とする。以下

「占有者等」という。)は、その占有し、又は管理する土地又は建物の清潔の

保持に努めるとともに、その土地等にみだりに廃棄物が捨てられないように適

正な管理をしなければならない。 

(一般廃棄物処理計画) 

第 13 条 市長は、法第 6 条第 1 項の規定により一般廃棄物処理計画(以下「処

理計画」という。)を定め、一般廃棄物の処理を総合的かつ計画的に推進しな

ければならない。 

2 市長は、前項に規定する処理計画を定めたときは、これを告示するものとす

る。処理計画を変更したときも、同様とする。 

(一般廃棄物の処理の委託) 

第 14 条 市長は、前条第 1 項の処理計画の範囲内において、一般廃棄物の処理

を市以外の者に委託することができる。 

(一般廃棄物の処理) 

第 15 条 占有者等は、当該土地又は建物内の一般廃棄物について、その循環的

な利用が促進されるよう適正に分別し、減量するなど市が定める処理計画に従

い処理しなければならない。 

(家庭系一般廃棄物の排出方法) 
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第 15 条の 2 占有者等は、市長が収集、運搬、処理及び処分する家庭から排出

される一般廃棄物(資源ごみ、粗大ごみ、し尿及び動物死体を除く。以下「家

庭系一般廃棄物」という。)を、市長が指定するごみ袋(以下「指定ごみ袋」と

いう。)に収納して排出しなければならない。 

2 占有者等は、指定ごみ袋を使用することが困難な家庭系一般廃棄物を排出す

るとき、又は臨時に家庭系一般廃棄物を排出するときは、市長に申し出て、そ

の指示に従わなければならない。 

3 市長は、占有者等が第 1 項に規定する家庭系一般廃棄物を指定ごみ袋に収納

して排出しなかったときは、当該家庭系一般廃棄物の収集をしないことができ

る。 

(平 15 条 例 14・ 追加 ) 

(多量の一般廃棄物の処理) 

第 16 条 市長は、法第 6 条の 2 第 5 項の規定により必要があると認めるときは、

多量の一般廃棄物を生ずる占有者等に対し、当該一般廃棄物の減量に関する計

画の作成、当該一般廃棄物を運搬すべき場所及び運搬の方法その他必要な事項

を指示することができる。 

(一般廃棄物の処理の届出) 

第 17 条 占有者等は、臨時に若しくは継続して一般廃棄物(し尿及び粗大ごみ

に限る。)の収集を受けようとし、又は動物の死体を自ら処分しないときは、

速やかに市長に届け出なければならない。 

(一般廃棄物の搬入の申出) 

第 18 条 処理施設に一般廃棄物を搬入しようとする占有者等又は一般廃棄物収

集運搬業者は、当該一般廃棄物の搬入について、市長に申し出なければならな

い。 

2 市長は、前項の規定による申出を受けた場合において、当該申出に係る一般

廃棄物が別に定める搬入基準に適合しないと認めるとき、又は当該搬入しよう

とする廃棄物が当該申出の内容と異なると認めるときは、当該搬入を拒否する

ことができる。 

(排出禁止物) 

第 19 条 占有者等は、一般廃棄物の収集に際して、次の各号に掲げる廃棄物を

排出してはならない。 

(1) 著しく悪臭を発生させるもの 

(2) 引火性のあるもの 

(3) 人の健康又は生活環境に有害な物質を含むもの 

(4) 特定家庭用機器再商品化法(平成 10 年法律第 97 号)に掲げる機器 
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(5) 法第 2 条に規定する感染性一般廃棄物 

(6) 前各号に掲げるもののほか、収集に危険又は支障を及ぼすもの 

(適正処理困難物の指定) 

第 20 条 市長は、必要がある場合は、一般廃棄物のうちから適正な処理が困難

なもの(以下「適正処理困難物」という。)として法第 6 条の 3 第 1 項の規定に

より環境大臣が指定したもの以外のものを適正処理困難物として指定するこ

とができる。 

(適正処理困難物の回収) 

第 21 条 市長は、適正処理困難物の製造、加工及び販売を行う事業者に対して、

自らの責任でその回収の措置を講ずるよう協力を求めることができる。 

(手数料) 

第 22 条 市長は、一般廃棄物の収集、運搬、処理及び処分に係る手数料を別表

に定めるところにより、占有者等から徴収する。 

2 手数料の徴収の基礎となる数量は、市長の認定するところによる。 

3 前 2 項に定めるもののほか、手数料の徴収に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

(平 14 条 例 36・ 一部改 正 ) 

(指定ごみ袋の交付) 

第 22 条の 2 市長は、前条に規定する手数料(指定ごみ袋で排出するものに限

る。)をあらかじめ納付した者に、指定ごみ袋を交付する。 

(平 15 条 例 14・ 追加 ) 

(手数料の減免) 

第 23 条 市長は、天災その他特別の理由があると認めるときは、前条の手数料

を減免することができる。 

(一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業の許可) 

第 24 条 法第 7 条第 1 項又は浄化槽法第 35 条第 1 項の規定による許可を受け

ようとするものは、別に定める許可申請書を市長に提出しなければならない。

許可を受けた後、その内容の一部を変更しようとするときも、同様とする。 

(許可証の交付及び再交付) 

第 25 条 市長は、前条の申請に対し許可をしたときは、当該申請者に許可証を

交付する。 

2 前項の規定により許可証の交付を受けた者(以下「許可業者」という。)が、

当該許可証を紛失し、又はき損したときは、直ちにその旨を市長に届け出て許

可証の再交付を受けなければならない。 

(許可の取消し) 
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第 26 条 市長は、許可業者が法、浄化槽法又はこの条例の規定に違反したとき

は、第 24 条の許可を取り消すことができる。 

(許可申請手数料) 

第 27 条 第 25 条の規定による許可証を交付したときは、次の手数料を徴収す

る。 

(1) 許可証を交付する場合 1 件につき 10,000 円 

(2) 許可証を再交付する場合 〃 2,500 円 

(平 15 条 例 14・ 一部改 正 ) 

(報告の徴収) 

第 28 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、一般廃棄物の処理を

業とする者、浄化槽の清掃を業とする者又は占有者等に対し、廃棄物の減量化

及び適正処理並びに生活環境の保全及び公衆衛生の向上等に関し報告を求め

ることができる。 

(立入調査) 

第 29 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に必要と認

める場所に立ち入り、廃棄物の減量化及び適正処理並びに生活環境の保全及び

公衆衛生の向上等に関し必要な調査をさせることができる。 

2 前項の規定により、立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

(委任) 

第 30 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行前にこの条例による改正前の亀岡市廃棄物の処理及び清掃

に関する条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例によ

る改正後の亀岡市循環型社会推進条例の規定によりなされた処分、手続その他

の行為とみなす。 

附 則(平成 14 年条例第 27 号) 

(施行期日) 

1 この条例中別表犬、ねこ等の死体又はこれに類するものの部及び上記以外の

廃棄物の部市の指定する処理施設へ搬入するとき(粗大ごみを除く。)。の項の

改正規定は平成 15 年 1 月 1 日から、同部市が収集、運搬及び処分する粗大ご
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み(規則で定めるものに限る。)の項の改正規定は平成 15 年 4 月 1 日から施行

する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日前に申込み手続がなされた一般廃棄物の収集、運搬及び

処分に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則(平成 14 年条例第 36 号) 

この条例は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 15 年条例第 14 号) 

この条例は、平成 15 年 9 月 1 日から施行する。ただし、第 22 条の 2 及び別

表の改正規定は、平成 15 年 8 月 25 日から、第 27 条の改正規定は、平成 15 年 4

月 1 日から施行する。 

附 則(平成 16 年条例第 8 号) 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 16 年 7 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日前に収集がなされた一般廃棄物の収集、運搬、処理及び

処分に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則(平成 16 年条例第 26 号) 

この条例は、平成 16 年 7 月 1 日から施行する。 
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亀岡市土砂等による土地の埋立て、盛土、 

たい積行為及び切土の規制に関する条例 

 

平成 10 年 12 月 22 日 

条例第 29 号 

 (目的) 

第 1 条 この条例は、本市における土砂等による土地の埋立て、盛土、たい積

行為及び切土による造成について、自然景観を含めた環境の保全並びに災害

の防止を図るため、必要な規制を行うことにより、市民の健康で安全かつ快

適な生活環境を保持し、自然豊かなまちづくりを進めることを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 土砂等 土地の埋立て、盛土又はたい積の用に供するもので、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号)第 2 条第 1 項に規定す

る廃棄物以外のものをいう。 

(2) 事業 土砂等による土地の埋立て、盛土、たい積行為及び切土による造 

成を行うことをいう。 

(3) 事業区域 事業を施工する区域をいう。 

(4) 切土事業 事業区域内の傾斜地を切りその土砂等を搬出する行為及び 

その土砂等を事業区域内で用いて盛土、たい積する行為をいう。 

(5) 土地所有者等 土地の所有者、占有者又は管理者をいう。 

(6) 事業主等 事業を施工する土地所有者等及び事業を施工する者をいう。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(適用範囲) 

第 3 条 この条例は、次に掲げる事業に適用する。 

(1) 事業区域の面積が 500 平方メートル以上 3,000 平方メートル未満の事業 

(500 平方メートル未満の土地における事業であっても、その事業区域に隣 

接し、又は近接する土地において、当該事業を施工する日前 1 年以内に事 

業が施工され、若しくは施工中の場合においては、当該事業の事業区域と 

既に施工され、若しくは施工中の事業の事業区域との面積を合算して 500 

平方メートル以上となるものを含む。) 

(2) 切土事業については、事業区域の面積が 500 平方メートル以上の事業 

2 前項の規定にかかわらず、本市で行われる次の各号に該当する事業に対し 

ては、適用しない。 
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(1) 国又は地方公共団体、公団等が行う事業 

(2) 法令等の規定による許可又は認可等を受けて行う事業 

(3) 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 2 条第 1 号に規定する建築物の 

うち、専ら自己の居住に供するために行う事業 

(4) その他公益性のある事業で、特に市長が必要と認めるもの 

(平 16 条 例 9・平 21 条例 27・一 部改正 ) 

(事業主等の責務) 

第 4 条 事業主等は、事業を施工するに当たっては、事業区域の周辺区域の住

民の理解を得るとともに、当該事業区域の生活環境の保全及び災害の防止の

ために必要な措置を講じなければならない。 

2 事業主等は、当該事業の施工に係る苦情及び紛争が生じたときは、誠意をも

ってその解決に当たらなければならない。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(土砂等を発生させる者の責務) 

第 4 条の 2 土砂等を発生させる者は、土砂等の発生を抑制するよう努めるとと

もに、発生させる土砂等により事業が行われる場合においては、当該事業主

等により生活環境の保全上の支障又は災害の発生するおそれがある土地の埋

立て等(以下「不適正な埋立て等」という。)が行われることのないよう努め

なければならない。 

(平 21 条 例 27・ 追加 ) 

(土地所有者等の責務) 

第 4 条の 3 土地所有者等は、その所有し、占有し、又は管理する土地において

不適正な埋立て等が行われることのないよう努めなければならない。 

2 土地所有者等は、その所有し、占有し、又は管理する土地において不適正な

埋立て等が行われることを知ったときは、不適正な土地の埋立て等が是正さ

れるよう必要な配慮その他必要な措置を講じなければならない。 

3 土地所有者等は、市及び府が実施する事業に関する施策に協力しなければな

らない。 

(平 21 条 例 27・ 追加 ) 

 

(事前協議) 

第 5 条 第 3 条第 1 項に規定する事業を行おうとする事業主等は、当該事業の

計画について許可を受ける前に、市長に事前協議をしなければならない。 

(事業の許可及び有効期間) 
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第 6 条 事業主等は、事業を開始しようとするときは、あらかじめ市長に申請

して許可を受けなければならない。また、許可を受けた事項について変更を

しようとするときも同様とする。 

2 市長は、前項の許可に際し、環境の保全及び災害の防止を図るため、必要な

条件を付すことができる。 

3 第 1 項の許可の有効期間は、許可日から 1 年以内とする。ただし、1 年を超

えるものについては、期間満了 1 箇月前に更新手続を行わなければならない。 

(許可の基準) 

第 7 条 市長は、前条第 1 項に規定する許可申請の内容が次の各号に掲げる基

準に適合するものでなければ、許可しないものとする。 

(1) 事業区域及びその周辺地域における道路、河川及び水路その他の公共施 

設の構造等に支障が生じないよう、必要な措置がされていること。 

(2) 事業区域及びその周辺地域における自然環境の保全について必要な措 

置がされていること。 

(3) 騒音、振動、粉じん、水質汚濁、土壌汚染その他の公害発生防止につい 

て必要な措置がされていること。 

(4) 溢水防止、土砂等の流出防止その他安全確保について必要な措置がされ 

ていること。 

2 前項各号に規定する必要な措置に係る技術上の基準は、事業区域の規模等に

応じて規則で定める。 

(事業開始の届出) 

第 8 条 第 6 条第 1 項の許可を受けた者が、当該許可に係る事業を開始すると

きは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

(名義貸しの禁止) 

第 9 条 第 6 条第 1 項の許可を受けた事業主等は、自己の名義をもって他人に

当該事業を行わせてはならない。 

 

(氏名等の変更の届出) 

第 10 条 第 6 条第 1 項の許可を受けた事業主等は、その住所又は氏名(法人に

あっては主たる事務所の所在地、名称又は代表者の氏名)等に変更があったと

きは、遅滞なく市長に届け出なければならない。 

(地位の承継) 

第 11 条 第 6 条第 1項の許可を受けた事業主等の相続人その他の一般承継人は、

被承継人が有していた当該許可に基づく地位を承継する。 
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2 第 6 条第 1 項の許可を受けた事業主等から事業区域内の土地の所有権その他

事業を施工する権原を取得した者は、市長の承認を受けて、当該事業許可を

受けた事業主等が有していた当該事業許可に基づく地位を承継することがで

きる。 

3 前 2 項の規定にかかわらず、第 14 条に基づく処分については、承継しない。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(遵守義務) 

第 12 条 事業主等は、第 6 条第 1 項の規定により受けた許可に基づき、適正に

当該事業を行わなければならない。 

(改善勧告) 

第 13 条 市長は、事業主等が第 6 条第 1 項の規定により許可を受けた事項に違

反して事業を施工しているときは、改善するよう勧告するものとする。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(措置命令等) 

第 14 条 市長は、事業主等が第 6 条第 1 項の規定による許可を受けず、又は許

可条件に違反して事業を施工しているときは、当該事業の停止を命じ、若し

くは期限を定め原状回復その他必要な措置を命じることができる。 

2 市長は、土砂の崩壊等による付近の生活環境の被害を防止するため緊急の必

要があると認めるときは、事業主等に対し当該事業の停止を命じ、又は必要

な措置をとるよう命ずることができる。この場合、事業主等が当該事業の現

場にいないときは、当該事業に従事する者に命じることができる。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(許可の取消し等) 

第 15 条 市長は、事業主等が前条の規定による命令に従わないときは、第 6 条

第 1 項の規定による許可を取り消すことができる。 

2 市長は、前項の規定により許可の取消しをしたときは、事業主等に対して、

直ちに原状回復その他必要な措置を命ずるものとする。 

 

(意見聴取) 

第 16 条 市長は、次の各号に定める命令又は処分をしようとするときは、当該

処分に係る事業主等に対し、あらかじめ期日、場所及び内容について通知し

た上、意見聴取を行わなければならない。ただし、事業主等が意見聴取に応

じないときは、意見聴取を行わないで処分をし、又は当該措置をとることが

できる。 

(1) 第 14 条第 1 項に規定する停止命令又は措置命令 
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(2) 前条に規定する許可の取消し又は措置命令 

2 意見聴取の手続に関する必要な事項は、市長が別に定める。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(代執行等) 

第 17 条 市長は、第 14 条又は第 15 条第 2 項の規定による命令を受けた事業主

等が指定期間内に命ぜられた措置を履行しない場合には、行政代執行法(昭和

23 年法律第 43 号)の定めるところにより、自ら事業主等が行うべきことを行

い、又は第三者をしてこれを行わせ、その費用を事業主等から徴収すること

ができる。 

(土地所有者等に対する措置要請) 

第 18 条 市長は、第 6条第 1項の規定による許可を受けて行われた事業により、

生活環境の保全又は災害の防止のための措置が必要となったと認めるときは、

当該事業に係る土地所有者等に対し、当該事業に供された土砂等の全部若し

くは一部の除去又は生活環境の保全若しくは災害の防止のために必要な措置

をとるべきことを求めることができる。 

(平 21 条 例 27・ 全改 ) 

(立入検査等) 

第 19 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員を事業区域

に立ち入らせ、施設その他必要な事項を検査させることができ、又は事業主

等に対し必要な事項について質問し、資料の提出を求めることができる。 

2 前項の規定により立入検査等をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

3 第 1 項の規定による立入検査等の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

(完了報告等) 

第 20 条 事業主等は、事業が完了したときは速やかに市長に報告し、検査を受

けなければならない。 

 

(事業の中止又は廃止) 

第 21 条 事業主等は、当該事業を中止又は廃止しようとするときは、中止又は

廃止しようとする日の 20 日前までにその旨を市長に届出し、承認を受けなけ

ればならない。 

2 市長は、事業主等が当該事業を中止又は廃止しようとする場合は、災害の防

止及び環境の保全を図るため必要な措置を命ずることができる。 

(進捗状況等の報告の徴収) 
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第 22 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業主等に対して事

業の進捗状況その他必要な事項を報告させることができる。 

(緊急時の報告) 

第 23 条 事業主等は、土砂の崩壊等により付近の生活環境に被害を与えたとき、

又は与えるおそれがある場合には、市長へ直ちに報告しなければならない。 

(公開標識の設置) 

第 24 条 事業主等は、事業の施工期間中は外部から見やすい箇所に、市長の定

める標識を設置しなければならない。 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(違反事実の公表) 

第 25 条 市長は、事業主等が第 14 条の停止命令又は措置命令に違反したとき、

並びに第 15 条の許可の取消しを受けたときは、その事実を公表することがで

きる。 

(罰則) 

第 26 条 次の各号の一に該当する者は、1 年以下の懲役又は 100 万円以下の罰

金に処する。 

(1) 第 6 条第 1 項の規定による許可を受けないで事業を行った者 

(2) 第 14 条又は第 15 条第 2 項の規定による命令に違反した者 

2 次の各号の一に該当する者は、50 万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 9 条の規定に違反し、名義貸しを行った者 

(2) 第 8 条又は第 10 条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(3) 第 19 条第 1 項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

(4) 第 21 条第 2 項の規定による命令に違反した者 

3 次の各号の一に該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 21 条第 1 項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(2) 第 20 条又は第 23 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(3) 第 24 条の規定による公開標識を掲示しない者 

(平 21 条 例 27・ 一部改 正 ) 

(両罰規定) 

第 27 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰す

るほか、その法人又は人に対しても同条の罰金刑を科する。 

(規則における経過措置) 
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第 28 条 この条例の規定に基づき規則を制定し、又は改廃する場合においては、

規則で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要とされる範囲において、所要

の経過措置(罰則に関する経過措置を含む。)を定めることができる。 

(委任) 

第 29 条 この条例に定めるもののほか、土砂等による土地の埋立て、盛土、た

い積行為及び切土による造成の規制に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 11 年 3 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際、現に着手している事業については、施行期日以後継続

して行う事業について適用する。この場合、この条例の施行期日以前から事

業に着手している事業主等は、この条例の施行の日から 30 日以内に市長に許

可を申請しなければならない。 

附 則(平成 16 年条例第 9 号) 

この条例は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 21 年条例第 27 号) 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 21 年 10 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行期日前に、この条例による改正前の第 6 条の許可を受けた事

業及び施行期日前に申請のあった事業については、なお従前の例による。 
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亀岡市あき地の雑草等の除去に関する要綱 

 

昭 和 56 年 4 月 1 日  

告 示 第 17 号  

(目 的 ) 

第 1 条  この要 綱 は、あき地 の雑 草 等 を除 去 し、あき地 を適 正 に管 理 することによって、

市 民 の健 康 と清 潔 な生 活 環 境 を保 持 し、犯 罪 及 び火 災 の防 止 を図 るため市 民 の協 力

を求 めることを目 的 とする。 

(定 義 ) 

第 2 条  この要 綱 において次 の各 号 に掲 げる用 語 の定 義 は、それぞれ当 該 各 号 に定 め

るところによる。 

(1) あき地  

宅 地 化 された状 態 の土 地 で現 に人 が使 用 していない土 地 をいう。 

(2) 雑 草 等  

雑 草 、枯 草 又 はこれに類 するかん木 類 をいう。 

(3) 所 有 者 等  

あき地 の所 有 者 、占 有 者 又 は管 理 者 をいう。 

(4) 不 良 状 態  

雑 草 等 が繁 茂 し、又 は放 置 されているために(火 災 又 は犯 罪 の発 生 の原 因 となり)清 潔

で健 康 な生 活 環 境 が阻 害 されるおそれのある状 態 をいう。 

(適 用 の範 囲 ) 

第 3 条  この要 綱 の適 用 範 囲 は都 市 計 画 法 (昭 和 43 年 法 律 第 100 号 )に定 める市 街 化

区 域 とし、他 に市 長 が特 に必 要 と認 めた区 域 においても適 用 する。 

(所 有 者 等 の責 務 ) 

第 4 条  あき地 の所 有 者 等 は、当 該 あき地 が不 良 状 態 にならないように常 に適 正 な管 理

に努 めなければならない。 

(雑 草 等 の調 査 等 ) 

第 5 条  市 長 は、あき地 の雑 草 等 を年 2 回 調 査 するものとする。 

2 前 項 の調 査 は、毎 年 6 月 及 び 12 月 に行 うものとする。 

(市 民 の申 出 ) 

第 6 条  市 民 は、あき地 が不 良 状 態 にあると判 断 したときは、市 長 に対 して当 該 あき地 の

不 良 状 態 を排 除 するよう申 し出 ることができる。 

2 市 長 は、前 項 の申 出 があったときは、当 該 あき地 の状 態 について調 査 を行 わなければ

ならない。 

(市 長 の指 導 ・助 言 ) 
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第 7 条  市 長 は、あき地 が不 良 状 態 にあると認 めたときは、当 該 あき地 の所 有 者 等 に対 し、

雑 草 等 の除 去 について関 係 条 例 等 に基 づき必 要 な措 置 を講 ずべきことを指 導 又 は助

言 しなければならない。 

(その他 ) 

第 8 条  この要 綱 に定 めるもののほか、必 要 な事 項 は、その都 度 市 長 が定 めるものとす

る。 

附  則  

この要 綱 は、昭 和 56 年 4 月 1 日 から実 施 する。 
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亀岡市公害防止に関する要綱 

 

昭和 49 年 8 月 20 日 

告示第 27 号 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、亀岡市の豊かな農林資源と恵まれた自然環境を活かし、

豊かで明るく、住みよい都市づくりのため、市民及び事業者の協力を得て、自

然と生活環境を破壊する公害の防止を期することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この要綱において「公害」とは、京都府公害防止条例(昭和 46 年京都

府条例第 9 号)第 1 条第 1 項に定めるものをいう。 

(対象地域) 

第 3 条 この要綱は、亀岡市全域の事業者を対象とする。 

(事業者の責務) 

第 4 条 事業者は、その事業活動によって生じる公害を防止するため、自己の

責任と負担において必要な措置を講ずるとともに、市が実施する公害防止に関

する施策に協力しなければならない。 

(公害防止協定の締結) 

第 5 条 市長は、特に必要があると認める場合、事業者(工場等を設置しようと

するものを含む。)との間に公害の防止に関する協定を締結するものとする。 

(協力の要請) 

第 6 条 市長は、この要綱の趣旨に則り、京都府に対して意見を具申し、又は

適当な処置を求め、国その他関係地方公共団体等に協力を要請するものとする。 

(改善勧告) 

第 7 条 市長は、事業者の事業活動により公害が発生し、又は発生するおそれ

があると認めるときは、当該事業者に対し、この防止に必要な措置を講ずるよ

う勧告することができる。 

(処理計画) 

第 8 条 市長は、前条の規定による公害が発生し、又は発生するおそれがある

と認める事業者に対し、期限を定めて公害を防止するための処理計画書(別記

第 1 号様式)を作成し、その提出を要請することができる。 

2 市長は、前項の規定により処理計画書及びその提出を要請するときは、当該

計画に記載すべき事項を示して行わなければならない。 
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3 市長は、第 1 項の規定により処理計画書の提出があった場合において、当該

計画が公害防止のため十分な計画でないと認めるときは、当該計画の変更を要

請することができる。 

4 市長は、事業者が第 1 項の規定により提出された処理計画書又は、前項の規

定により変更するように要請した処理計画の措置を講じないときは、亀岡市環

境審議会の意見を聴いて当該事業者に対し期限を定めて措置の実施を要請す

ることができる。 

(平 6 告示 102・一部改正) 

(緊急時の措置) 

第 9 条 市長は、次の各号の一に該当するときは、関係事業者に対し、ばい煙

又は汚水の排出量の減少について協力を求めることができる。 

(1) 気象状況の影響により大気の汚染が著しく人の健康又は生活環境を損な

うおそれがあると認めるとき。 

(2) 異常な渇水その他これに準ずる事由により水質の汚濁が著しく人の健康

又は生活環境を損なうおそれがあると認められるとき。 

2 事業者は、前項の規定により協力を求められた場合は、速やかにばい煙又は

汚水の排出量の減少について適切な措置を講ずるとともに、その措置の状況を

市長に報告しなければならない。 

(報告事項) 

第 10 条 事業者は、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定め

る事項を直ちに報告書(別記第 2 号様式)により報告しなければならない。 

(1) その者の事業活動により公害が発生し、又は発生するおそれがあると認

めるときは、公害の内容及び当該公害の防止のために講じようとする措置の

状況 

(2) その者の管理する施設について、故障、破損その他の事故が発生した場

合において、当該事故により公害が発生し、又は発生するおそれがあると認

めるとき、その事故の状況並びにその事故に対する応急措置の内容及び復旧

工事の計画 

2 市長は、前項に定めるもののほか、この要綱に必要な限度において、事業者

に対し、公害の防止に関し必要な事項の報告を求めることができる。 

(立入検査等) 

第 11 条 市長は、公害防止のため必要があると認めるときは、その職員に公害

を発生し、又は発生するおそれがあると認められる工場又は事業場に立入り、

その施設、帳簿書類その他の物件の検査若しくは調査を命じることができる。 
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2 前項の規定により検査若しくは調査をする職員は、その身分を示す証明書

(別記第 3 号様式)を携帯し関係人に提示しなければならない。 

3 事業者は、前項の規定による職員の検査若しくは調査に協力しなければなら

ない。 

4 第 1 項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

(違反者の警告と公表) 

第 12 条 市長は、法令又は府条例の規定に違反して、引続き公害を発生させて

いる事業者及びこの要綱を遵守することに非協力的な事業者があるときは、そ

の者に対して、その調査及び監視の結果を示して警告するものとする。 

2 市長は、前項の警告を受けてもなお改めない事業者があるときは、調査及び

監視の結果とともにその状況を明らかにするものとする。 

附 則 

この要綱は、昭和 49 年 8 月 20 日から実施する。 

附 則(平成 6 年告示第 102 号) 

この要綱は、告示の日から実施する。 

 

 

 

別記第 1号様式(第 8 条 関係 )、  第 2 号 様式 (第 10 条 関係 )、  第 3 号 様式 (第 11 条関 係 ) ＜省 略＞  
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